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■ フォーラムの趣旨

　 渥美国際交流財団関口グローバル研究会（ SGRA） は、 2014
年 8月にインド ネシア・ バリ 島で開催した第 2回アジア未来会議
において、 円卓会議「 これからの日本研究： 学術共同体の夢に向

かって」 を開催しました。 この円卓会議に参加したアジア各国の

日本研究者、 特にこれまで「 日本研究」 の中心的役割を担ってき

た東アジアの研究者から 「 日本研究」 の衰退と研究環境の悪化を

危惧する報告が相次ぎました。

　 こ う した状況の外的要因と して、 アジア・ 世界における日本の

国際プレゼンスの低下と 、 近隣諸国と の政治外交関係の悪化が指

摘されています。 一方では東アジアの日本研究が日本語研究から

スタート し、 日本語や日本文学・ 歴史の研究が「 日本研究」 の主

流と なってきたこと により 、 現代の要請に見合った学際的・ 統合

的な「 日本研究」 の基盤が創成されていないこと 、 また各国で日

本研究に関する学会が乱立し、 国内のみならず国際的・ 学際的な

連携を図り づらいこと 、などが内的要因と して指摘されています。

　 今回のフォーラムでは、下記の 4テーマを柱と した議論を行い、
東アジアの「 日本研究」 の現状を検討すると と もに「 日本研究の

新しいパラダイム」 を切り 開く 契機と したいと 思います。

1． 東アジアの「 日本研究」 の現状と課題、 問題点の考察
2． アジアで共有できる「 公共知と しての日本研究」 の位置づけ
及び「 アジア研究」 の枠組みの中での再構築

3．「 アジアの公共知」 と しての「 日本研究」 を創成するための基
盤づく り 、 知の共有のための基盤づく り 、 国際研究ネッ ト ワ

ーク 、 情報インフラの整備等の構想

4． 日本の研究者、 学識者と の連携と 日本の関係諸機関の協力と
支援の重要性

第49回SGRAフォーラム

日本研究の新しいパラダイムを
求めて
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SGRAと は
SGRAは、 世界各国から渡日し長い留学生活を経て日本の大学
院から博士号を取得した知日派外国人研究者が中心と なって、 個

人や組織がグローバル化にたちむかう ための方針や戦略をたてる

時に役立つよう な研究、問題解決の提言を行い、その成果をフォー

ラム、 レポート 、 ホームページ等の方法で、 広く 社会に発信して

います。 研究テーマごと に、 多分野多国籍の研究者が研究チーム

を編成し、 広汎な知恵と ネッ ト ワークを結集して、 多面的なデー

タから分析・ 考察して研究を行います。 SGRAは、 ある一定の
専門家ではなく 、 広く 社会全般を対象に、 幅広い研究領域を包括

した国際的かつ学際的な活動を狙いと しています。 良き地球市民

の実現に貢献すること が SGRAの基本的な目標です。詳細はホー
ムページ（ www.aisf.or.jp/sgra/） をご覧く ださい。

SGRAかわらばん
SGRA フォーラ ム等のお知ら せと 、 世界各地から の SGRA会
員のエッ セイ を、 毎週木曜日に電子メ ールで配信しています。

SGRAかわらばんは、どなたにも無料でご購読いただけます。 購
読ご希望の方は、 ホームページから自動登録していただけます。

http://www.aisf.or.jp/sgra/
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第49回SGRAフォーラム

日本研究の新しい
パラダイムを求めて

日　時 2015年年7月18日（ 土） 午前9時30分～午後5時
会　 場 早稲田大学大隈会館（ N棟2階）
主　 催 渥美国際交流財団関口グローバル研究会（ SGRA）
共　 催 早稲田大学東アジア国際関係研究所

総合司会： 孫 建軍
（ 北京大学日本言語文化学部准教授、 早稲田大学社会科学総合学術院客員准教授）

第一部 開会のごあいさつ：「 SGRAと 日本研究」 5

今西淳子（ 渥美国際交流財団関口グローバル研究会（ SGRA） 代表）

問題提起：「 日本研究」 をアジアの「 公共知」 に育成するために 7

劉 傑（ 早稲田大学社会科学総合学術院教授）

【 基調講演・ 報告】

基調講演： 新しい、 アジアの日本研究に求めるもの 9

平野健一郎（ 早稲田大学名誉教授、 東洋文庫常務理事）

報告1

中国の日本研究の現状と 未来 16

楊 伯江（ 中国社会科学院日本研究所副所長）

報告2

台湾の日本研究の現状と 未来 22

徐 興慶（ 台湾大学日本研究センター所長）

報告3

東アジア日本研究者協議会への呼びかけ 30

朴 喆煕（ ソ ウル大学日本研究所所長）

報告4

日本研究支援の現状と 展望─国際ネッ ト ワークの形成に向けて 37

茶野純一（ 国際交流基金日本研究・ 知的交流部長）

プログラム
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第二部 【 円卓会議】

モデレーター： 南 基正（ ソ ウル大学日本研究所研究部長）

円卓会議に向けた論点整理 51

劉 傑（ 早稲田大学社会科学総合学術院教授）

1． 東アジアの「 日本研究」 の現状と 課題、 問題点などの考察

2． アジアで共有できる 「 公共知と しての日本研究」 の位置づけと
「 アジア研究」 の枠組みの中での再構築

3．「 アジアの公共知」 と しての「 日本研究」 を創成するための基盤
づく り 、 知の共有のための基盤づく り 、 国際研究ネッ ト ワーク 、

情報インフラの整備等の構想

4． 日本の研究者、 学識者と の連携と 日本の関係諸機関の協力と 支援
の重要性

パネリ スト ：

梁 雲祥（ 北京大学国際関係学院教授）

白 智立（ 北京大学日本研究センター副所長）

帰 泳濤（ 北京大学国際関係学院副教授）

李 元徳（ 国民大学日本学研究所長）

劉 建輝（ 国際日本文化研究センター教授）

稲賀繁美（ 国際日本文化研究センター教授）

首藤明和（ 長崎大学多文化社会学部教授）

森川祐二（ 長崎大学多文化社会学部准教授）

林 泉忠（ 台湾中央研究院近代史研究所副研究員、 国立台湾大学歴史学科兼任教授）

　 及び講演者、 発表者

【 総括と 今後の展開】

劉 傑（ 早稲田大学社会科学総合学術院教授）

特別寄稿1： 方法としての東アジアの日本研究 89

白 智立（ 北京大学日本研究センター副所長）

特別寄稿2： アジア新時代における韓国の日本研究 91

─ソウル大学日本研究所の試みを中心に
南 基正（ ソウル大学日本研究所研究部長）

閉会のご挨拶： 李 恩民（ 桜美林大学リ ベラルアーツ群教授）
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ごあいさつ 今西淳子

第49回SGRAフォーラム

「 SGRAと日本研究」

今西淳子
渥美国際交流財団関口グローバル研究会代表

私は、 渥美国際交流財団の常務理事で関口グローバル研究会（ SGRA） 代表の
今西淳子と 申します。

渥美財団は今から 21年前、 私の父が亡く なり ました時に、 家族で作った小さ
な公益財団法人です。

日本の、 関東地方の大学院に在籍し、 博士論文を執筆している、 外国人留学生

に奨学支援をしていますが、 最初から、 奨学期間が終わった後も、 いつまでも続

く ネッ ト ワークを作り たいと 思って事業を進めたと ころ、 当初の予想以上に素晴

らしいネッ ト ワークができたので、 設立5年目に、 そのネッ ト ワークを使ってプ
ロジェク ト をする関口グローバル研究会を設立しました。 渥美財団事務局のあ

る、 文京区関口から、 グローバルに、 元渥美奨学生のみなさんを含む、 知日派外

国人研究者の声を発信しよう と いう 思いでつけた名前です。

関口グローバル研究会も既に 16年目を迎え、 現在では日本国内でフォーラムや
ワークショ ップや福島スタディ ツアーを開催し、 海外でも、 毎年、 韓国、 フィ リ

ピン、 中国、 台湾の大学や財団と 共同でフォーラムやシンポジウムを開催してい

ます。 SGRAでは良き地球市民の実現を目標と して、 グローバル化の様々な問題
を検討し、 発信するプロジェク ト を行っています。 このよう に各地で開催すると

その場所の方には定期的にお会いできますが、 もっと みんなが集まれる大きなシ

ンポジウムをしよう と いう こ と になり 、 2013年からはアジア未来会議を始めまし
た。 アジア未来会議は日本で学んだ人、 日本に関心のある人が一堂に会し、 アジ

アの未来について話し合う 場を提供すること を目的と しています。 本日は論文募

集のチラシを配布させていただいており ますので、皆さまも是非ご参加く ださい。

さ て、 今回のフォーラムは日本研究がテーマですが、 これはアジア未来会議

の中の一つのセッショ ンと してと り あげたのが始まり でした。 即ち、 2013年3月
に、 タイのバンコク で開催した第１ 回アジア未来会議の時に、 中国、 韓国、 台

湾、 タイ、 インド の日本研究専門の方にお集まり いただき、 報告をしていただき

ました。 その時に強く 感じたのは、 中国、 韓国、 台湾の日本研究と 、 その他の国

と 、 質量と もに大きな差があるこ と でした。 中国、 韓国、 台湾の日本研究と 、 そ

の他の国の「 地域研究」 と しての日本研究と は、 同じではないと いう 印象を受

け、 昨年8月にインド ネシアのバリ 島で開催した第2回アジア未来会議の日本研

開
会
の
ご
あ
い
さ
つ
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究についての円卓会議では、 他の地域の研究者の方には申し訳けなかったのです

が、 中国と 韓国と 台湾の方だけにしました。 勿論、 北東アジアに限定するのは、

政治・ 社会状況が必要以上に悪いと いう 理由もあり ます。 バリ 島会議の前に劉傑

先生にご相談したと ころ、 問題提起文を書いてく ださ り 「 公共財と しての日本研

究」 へパラダイムシフト すべきと いう アイディ アは、 ここから生まれました。

しかしながら、 バリ 島の円卓会議自体は、 結構大変でした。 まず、 李元徳さん

から 「 日本研究は倒産産業」 と いう ショ ッ キングな報告があり ました。 それか

ら、 劉傑先生の問題提起では、 公共財と しての日本研究を説明する時に、 東アジ

ア学術共同体と いう 言葉を使っていらしたのですが、 中国から参加し発言された

研究者の皆さんが「 共同体」 に反対されました。

インド ネシアから帰って間もなく 、 ソ ウル大学の南さんからお話をいただき

11月にソ ウル大学で開催されたワーク ショ ッ プでアジア未来会議のお話をさせ
ていただきました。 このワークショ ップの内容は、 後ほど伺えると 思いますので

省略いたしますが、 この機会に「 日本研究をどう にかしなく ては」 と 考えている

人がたく さんいらっしゃるこ と がわかり ました。

渥美財団と しましては、 隔年で開催するアジア未来会議が今年はないので、 そ

れでは国内のフォーラムで、 このテーマを扱って日本のみなさんにも問題を認識

していただきたいと 思って、 本日のフォーラムの企画を始めました。 小さな民間

財団ですが、 図々しく も 、 代表的な日本研究所をお誘いすること にしまして、 中

国は社会科学院日本研究所、 韓国はソウル大学日本研究所、 台湾は台湾大学日本

研究所、 そして、 日本における国際的な日本研究支援機関と して、 国際交流基金

と 、 国際日本文化研究センターに声をかけさせていただきました。 実は、 企画し

てお誘いした私たちでさえ、 このよう に所長や副所長のみなさんが御自ら参加し

てく ださったので、 びっく り しており ますし、 このテーマの重要性を再認識して

緊張もしています。

さらに、 今日は、 コメ ント をしてく ださる方々もたく さん参加してく ださいま

した。

実は、 今日、 一番心配なのは、 こんなにたく さんの皆さんにお集まり いただい

たのに発言していただける時間が非常に限られているこ と です。 朝から夕方まで

長いと いえば長いですが、 まだまだ言い足り ないと いう こ と になるのではないか

と 思います。 SGRAではレポート やメ ールマガジンなどの活字媒体も持っており
ますし、 また、 本日で終わり ではなく 、 来年10月に北九州で開催する第3回ア
ジア未来会議でもまた同種の円卓会議を開催し、 さらに検討すること もできます

ので、 そのよ う な SGRAのインフラを利用いただけるこ と も念頭に置いていた
だいて、 本日は、 東アジアの平和のための日本研究の新しいパラダイムをご検討

いただきたいと 思います。

長い一日と なり ますが、 みなさまのご協力をよろしく お願いいたします。
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○○ 劉 傑

「 日本研究」をアジアの
「 公共知」に育成するために

劉 傑　 早稲田大学社会科学総合学術院教授

日中韓の東アジア三国は歴史認識と 領土問題をめぐって、 70年代以来の難し
い局面に直面している。 アジアインフラ投資銀行がいよいよ創設されるなか、 金

融を梃子にした経済提携が期待される一方、 日本は中国が主導する同機構の透明

性と 公正性に懐疑的で、 慎重な姿勢を崩していない。

終戦から 70年が経過したが、 アジアにおける「 信」 の欠如は、 政治的関係を
著しく 後退させ、 国民感情にも暗い陰を落と している。 長期的に安定した地域関

係を構築するために、 信賴の醸成は不可欠であるが、 その前提条件は、 共有でき

る「 知」 を編み出すこと である。 この重責を担う 各国の知識人に求められている

のは、 国境を越える「 知」 の「 公共空間」 を構築すること である。

歴史の束縛から解放されていない東アジアにおいて、 地域研究と しての「 中国

研究」「 日本研究」 及び「 韓国研究」 の諸分野で、「 公共空間」 を形成するこ と は

極めて難しい。 各国がそれぞれのコンテクスト の中で他地域を研究している現状

は、 憂慮すべきこと である。 各国が描く 他国のイメ ージと 当該国の自己認識と の

間に大きなズレが生じている。 例えば、 中国と 韓国の研究者がもっている日本の

近代史像と 、 日本人研究者がもっているそれと の距離は、 この 30年間で拡大の
一途を辿った。 中国研究への傾斜が顕著な今、 東アジアにおける日本研究の停滞
は、 この地域の国際関係に大きな影響を及ぼしている。

問題は先ず日本側にある。 そもそも日本のアジア研究から日本研究が排除され

たこと で、 日本の日本研究は「 日本的空間」 のなかに閉じ込められた。 このこ と

は世界の日本研究に与えた影響が大きく 、 日本の「 独自性」 が特別に強調される

結果をもたらした。

しかし、 19世紀以来のアジアの歩みには、 戦争と 革命はいう までもなく 、 社
会・ 経済の近代化や文化の伝達と 発展など、 どの分野からみても、 日本が深く 関

わってきたこ と は一目瞭然である。 日本研究の視野を広げ、 アジア研究のなかに

踏み込まなければ、 本当の意味の日本研究は成り 立たない。

一方、 中国や韓国の日本研究のあり 方にも大きな問題がある。 中国についてい

えば、 清末から中華民国時代にかけて大量の留学生が日本、 アメ リ カそしてヨ ー

ロッパに渡ったが、 彼らが追い求めたのは、 中国を近代国家に進化させる道筋で

あった。 彼らは中国の歴史から近代化の障碍と なるものを抉り 出し、 中国の歴

史、 思想、 文化などを西洋の近代的な学問体系を用いて再解釈すること に力を入

れた。 半面、 中国の知識人は日本経由で近代の「 知」 の概念を貪欲に吸収しなが

らも 、 日本や欧米に対する研究には大きな関心を示さなかった。 そのため、 中国

問
題
提
起
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には本当の意味の「 日本学」 も 「 アジア学」 も確立しなかった。

1980年から始まった第二波の留学ブームも この伝統を継承した。 文系を専攻
と する留学生の学問的関心は相変わらず、 中国近代史、 中国政治、 中国社会、 中

国経済などに集中し、 日本研究を志すものは比較的少なかった。 日本の教育研究

機関における中国研究の充実は、 留学生に恵まれた環境を提供した。 日本には戦

前から内藤湖南や狩野直喜らがリ ード する「 支那学」 の伝統があり 、 戦後は「 中

国学」 に継承された。 1947年に設立された東方学会は、民間の学術団体と して、
日本のアジア学の発展と 、 東方諸国の文化の進展に貢献すること を目的に活動し

続けた。 また、 アジア政経学会に集まる研究者の大半は中国研究に従事する研究

者である。 留学生の受け入れに積極的な日本の大学は、 中国や韓国の日本研究者

をどのよう に育成していく のか、 喫緊の課題である。

東アジアの歴史和解を実現すると と も に、 国民同士の信頼を回復し、 安定し

た協力関係を構築するには、「 公共知」 の力が求められる。 日本研究をこのよう

な「 公共知」 に育成すること の意味は無視できない。 近代日本はアジア諸国と 複

雑な関係を歩んできた。 日本が経験した成功と 失敗をアジア全体が共有する財産

に昇華させるこ と は、 歴史を乗り 越えるこ と でもある。 また、 戦後の日本はアジ

アのどの国より も 、 環境問題、 高齢化問題、 エネルギー問題、 自然災害などの問

題をたく さん経験し、 多く の経験を蓄積してきた。 これらの経験をアジア共有の

財産に育て上げること の意味はいう までもない。 アジアが求めている現代日本学

は、 失敗と 成功の 2つの側面からの「 日本経験」 に他ならない。
それでは、「 アジアの公共知」 と しての「 日本研究」 をどのよう に創成してい

く のだろう か。

第一は歴史を乗り 越えるこ と である。 そのための第一歩は、 中国の「 国史」 と

日本の「 国史」、 韓国の「 国史」 を対話させるこ と である。「 国史」 研究者同士の

交流は共有するアジア史につながり 、 日本のアジア研究に日本研究を取り 入れる

環境整備にもなる。

第二は、 日本が中心になって日本研究のプラッ ト フォームを形成し、 これをア

ジアの公共財に育成すること である。 日本には日本研究に必要な資源がもっと も

集中している。「 日本文化」 だけではなく 、 人文科学と 社会科学の融合を目指し

た日本研究の拠点が必要である。 これは多方面の提携協力が必要であるが、 既存

の研究環境の活用から着手すること が重要であろう 。

第三は、 情報の共有を目指すこ と である。「 アジア歴史資料センター」 と いう

試みは、 世界の日本研究に大きな貢献をしている。 歴史資料だけではなく 、 今ま

で蓄積された日本の「 日本研究」 の成果を、 多言語に翻訳し、 多様な型式で発信

する事業も重要であろう 。

第四は、 アジアにおける日本研究ネッ ト ワークの構築である。 各国には日本研

究の組織が多数存在するものの、 国際的な連携を図る仕掛けは存在しない。 ネッ

ト ワーク と 共同研究の場の形成に向けて、 日本はハブ機能と リ ーダーシップを発

揮しなければならない。

以上

2015年4月22日
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平野健一郎

基調講演 新しい、 アジアの
日本研究に求めるもの

平野健一郎
早稲田大学名誉教授、 東洋文庫常務理事

1． はじめに
この国際シンポジウムに集まられた報告者、 討論者の顔ぶれは、 基調講演者を

除いてですが、 なんと 素晴らしいこと でしょ う 。 アジア各国の日本研究を代表す

る方々が勢揃いしておられます。 そのよう な催しを実現されたのは、 渥美国際交
流財団の関口グローバル研究会SGRAですが、 渥美国際交流財団は留学生支援
の実績を積み重ねられ、 その留学生OBを SGRAに結集されて、 見事な国際学術
交流を推進されています。 素晴らしいこと だと 思います。 私は現役時代に留学生

交流と 国際文化交流に多少関わってきましたが、 渥美国際交流財団が民間団体と

して、 このよう な質の高い国際交流の実績を重ねてこられたこと に、 あらためて

心からの敬意を表します。

素晴らしい顔ぶれの皆様の間に挟まって、 私のよう な者が登場するのは何故で

しょ う か。 自分なり にその理由を一生懸命探しました。 多分、 次のよう な理由に

よるのではないかと 思います。 私は、 研究者と しては、 大学院生時代以来、 近代

日本のアジア関係を研究してきました。 日本のいわゆる「 近代化」 が、 日本がア

ジアで行った戦争と 植民地支配に切り 離しがたく 結びついていた歴史の一部を研

究しました。 学会では、 アジア政経学会の会員を長く 続けています。 日本のアジ

ア地域研究を推進する仕事にも少し携わり ました。 最近は、 アジア歴史資料セン

ター（ 略称アジ歴） のセンター長を務めました。 アジア政経学会と アジ歴につい

ては、 劉傑さんが問題提起のなかで触れておられます。 そんな私から、 劉傑さん

の問題提起を受けて、 私が「 新しい、 アジアの日本研究に求めるもの」 は何かを

お話しいたします。
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2． 日本研究の歴史的発展
これまでの日本研究には二つの「 日本研究」 があると 思います。 一つは、 日本

人研究者による日本研究です。 日本のさまざまな側面に関する従来型の研究です

が、 誤解を招く かもしれませんが、 ひと まと めにして「 伝統的な」 日本研究と 呼

ぶこと にします。 も う 一つは、 日本人研究者以外による「 国際的な」 日本研究で

す。 私など、「 日本研究」 と 聞けば、 二つ目の「 国際」 日本研究を思い浮かべる

こと が多いです。 日本の外から見る日本研究の方が日本がよく 見えるのではない

か、 と 思う からかもしれません。 しかし、 日本研究と いえば、 日本人研究者以外

による日本研究を思い浮かべる、 と いう こ と 自体が問題かもしれません。 日本人

研究者による日本研究はどう なっているのでしょ う か。 なにより も重大なのは、

二つの日本研究が分離したままではないのか、 それはよく ないのではないか、 と

いう 問題です。

もちろん、「 伝統的な」 日本研究と 「 国際的な」 日本研究、 この二つが相互に

影響し合ってきたこ と は事実ですし、 二つが重なり 合っていると ころがあるこ と

も事実です。 しかし、 これからの日本研究の発展の方向は、 必然的に、 二つの日

本研究がもっと も っと 合流する方向になるはずです。 二つの日本研究が合流す

る道筋はどのよう なものでしょ う か。 まず、「 日本経験」 の捉え方が変わって行

く 、 あるいは、 すでに変わり 始めている、 と 思います。「 日本経験」 と は、 劉傑

さんの問題提起のなかで使われている表現で、 と てもよい表現です。 日本の経験

の結果が日本の文化です。 日本経験すなわち日本文化が人々の関心を惹きつける

のは、 一つには、 それがユニークであるからです。 も う 一つは、 それが他の人々

の経験・ 文化と 共通である、 あるいは普遍的であると 考えられる場合です。 近代

日本の経験・ 文化は特に、 その独自性あるいは特異性と 普遍性の両面で興味深い

と 思います。 すぐ後で、 急いで申し上げますが、 独自性・ 特異性と 普遍性は完全

に相対立するものではなく 、 むしろ関連し合う ものだと 思いますが、 従来、 日本

人研究者による「 伝統的な」 日本研究には、 無意識のう ちにその独自性・ 特異性

を強調する傾向が強かったと 思います。 かつては、 外国人研究者による「 国際的

な」 日本研究にも、 日本文化の独自性・ 特異性により 強く 惹かれる研究が屹立す

る傾向、 あるいは孤立する傾向があり ました。

しかし、 他のすべての文化についてもそう であるよう に、 日本経験・ 文化は独

自的、 特殊的であると 同時に、 普遍的でもあり ます。 特定の時空間における経

験・ 文化は独自的、 特殊的でなければならず、 そのこと 自体が普遍的なこと であ

り ます。 加えて、 時代が下るにつれて、 人々の経験・ 文化の間の接触・ 交流・ 衝

突が増えるために、 どの経験・ 文化にも共通性、 普遍性が増えてきます。 単に、

独自か普遍かのどちらかに分かれるのではなく 、 実際に相互に重なり 合う 関係、

相互関係に基づく 共通性が増える、 と いう 三つ目の関係があり ます。 日本経験・

文化も例外ではなく 、 近代、 現代になるにつれて、 他の人々と 共通の経験（ 事の

善し悪しは別と して、 共通の歴史経験） が増え、 共通の問題も増えてきて、 独自

性、 特殊性と 並んで、 共通性、 普遍性も顕著になってきています。 日本研究者

は、 日本人であれ外国人であれ、 特殊な研究者から総合的な研究者になり つつあ
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り ます。 日本経験・ 文化の研究は、 日本経験・ 文化の個別理解から、 それに関

わった相手の人々の、 特にアジア各国の人々の経験・ 文化も理解しなければなら

なく なっています。 個別理解から相互理解に進む必要があり ます。 日本の研究者

による韓国研究、 中国研究、 台湾研究が盛んに行われ、 日本研究と 交流し、 組み

合わされなければなり ません。 しかし、 それだけでも十分ではないと 思います。

劉傑さんは、 国境を越える「 知」 の「 公共空間」 と しての「 アジアの日本研

究」 を構築すること を提案されました。 このこ と が必要なのは、 日本研究に限り

ません。「 アジアの韓国研究」「 アジアの中国研究」「 アジアの台湾研究」 が同様

に必要です。「 アジアの日本研究」 が特に求められるのは、 近現代になって、 日

本経験・ 文化の独自性、 特異性と 、 それと ないまぜになった普遍性が特に際立つ

歴史事情があるからに違いあり ません。 その歴史事情と 現代の事情を理解するに

は、 単なる相互理解を越えて、「 相互関係的理解」 と でもいう べき、 ダイナミ ッ

ク な理解が必要です。 日本の経験・ 文化は韓国の経験・ 文化、 中国の経験・ 文

化、 台湾の経験・ 文化と の交錯なしには形成されませんでした。 日本経験・ 文化

を理解するためには、 韓国、 中国、 台湾の経験・ 文化と の相関関係において理解

すること が必要です。

そのよう な「 相互関係的理解」 はすでにほと んど「 重層的理解」 に近づいてい

ます。 今日、 私は「 相互関係的理解」 と 「 重層的理解」 と いう 、 もしかしたら皆

様には聞きなれないこと ばを二つ、 使います。 日本と 韓国、 日本と 中国、 日本と

台湾の間の経験・ 文化の相関関係は、 すべてアジアの中で行われましたし、 これ

からも行われます。 そう した相関関係の交錯・ 展開のなかから、 アジア地域全体

の経験・ 文化も生まれているかも しれません。 日本のある地域の経験・ 文化か

ら、 アジア地域の経験・ 文化、 さらにはグローバルなレベルでの経験・ 文化の、

重層的な構造が生まれます。 日本の経験・ 文化も、 その重層的な構造の中に位置

づけて理解する必要が強まって行く と 考えています。 そう した重層的理解を得る

ためには、 研究者は、 作法と して、 学際的・ 統合的な理解を心がけるこ と になる

でしょ う 。

日本と 韓国、 日本と 中国、 日本と 台湾の間の経験・ 文化の相互関係は、 すべて

アジアの中で重層的に行われましたし、 これからも行われます。 そこで、 こ こか

らの私のお話しの後半では、 これまでの「 アジアの中の日本」 の研究と しての日

本研究と 、 これからの「 アジアの中の日本」 の研究と しての日本研究の 2部に分
けて、 お話しいたします。

3．「 アジアの中の日本」 と しての
歴史理解の深化

劉傑さんは、 問題提起のなかで、 近代日本の成功と 失敗をアジア全体が共有す

るこ と を提唱されました。 しかし、「 アジアの中の日本」 と しての歴史を理解す

るためには、 これまでの日本史研究はやり 直す必要があり ます。 同様に、 これま

での中国史研究、 韓国史研究もやり 直す必要があるかもしれません。 これまでの

日本史研究は「 一国史」 研究でした。 日本国家、 日本国民の歴史のナラティ ヴで
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した。 近代日本の植民地支配、 侵略、 占領さえも 、 加害者と 被害者の間の関係と

して十分には解明されませんでした。 日本のいわゆる「 近代化」 の努力にして

も 、 朝鮮、 中国の人々の反応、 朝鮮、 中国からの競争を強く 意識して行われまし

たが、 そのよ う なものと して十分に考察されたと はいえないと 思います。 まし

て、 アジア全体の歴史の中にそれらを位置づけて解明すること など、 行われませ

んでした。

ソ ウル大学の河英善教授は、 アジアで最初に「 概念史研究」 を推進されまし

た。 私もその研究に魅力を感じ、 河教授のソウル大学大学院ゼミ と 私の東京大学

大学院ゼミ の合同「 概念史研究」 ゼミ を実施したこと があり ます。 その時、 河教

授が言われたこと を鮮明に覚えています。 アジアの人々が「 近代化」 のために西

洋近代から受け入れた近代概念のほと んどすべては、 まず日本が受け入れ、 変容

させたものである、 したがって、 たと えば近代韓国における概念を検討するため

には、 その概念に相当する概念が日本でどのよう に受け入れられ、 変容されたか

を知らなければならない、 したがって、 日本の研究者はアジアのために、 日本の

近代概念を網羅的に、 かつ徹底的に調べ、 たと えば辞書をつく る責任がある、 そ

う 河教授はいわれたのです。 私と 私のゼミ の学生は努力しましたが、 河教授の要

望を満たすこと はできませんでした。

近代西欧で生み出された近代的な概念の多く は、 まず日本で受け入れられ、 変

容されて、 アジアの他の国に伝えられ、 さらに変容されました。 アジア全体の歴

史、 アジア各国の歴史の理解には、 概念の文化触変の歴史の理解が欠かせませ

ん。 しかし、 そのための環境はできていません。 概念史研究より 容易と 思われ

る、 歴史情報の共有化はどう でしょ う か。 劉傑さんは、 歴史情報共有化の例と し

て、 アジ歴（ アジア歴史資料センター） を好意的に挙げられました。 皆様もアジ

歴データベースを活用してく ださっていると 思います。 昨年までセンター長をし

ており ました者と して、 お礼を申し上げます。 しかし、 アジ歴についても反省す

ること がたく さんあり ます。 ご存知のよう に、 アジ歴は、 国立公文書館と 外交史

料館と 防衛研究所図書館から提供される、 1945年8月15日までのアジア歴史資
料をデジタル化して、 歴史研究者と 一般の歴史愛好家に提供していますが、 資料

を提供する組織は三つだけで、 増えませんし、 提供される資料の時期は 1945年
8月15日までで、 たと えば日韓国交正常化、 日中国交回復の時期まで延長される
こ と はなさそう です。 なぜなら、 日本政府がアジ歴に熱心ではないからですが、

アジ歴データから研究の便益を得ている研究者がアジ歴を強化しよう と しないこ

と も私には不満でした。 国際的な連携も努力しましたが、 ほと んど実現していま

せん。 アジ歴において、 日本のアジア研究者と 日本史研究者が交流して、 研究や

研究環境のレベルアップを図ると いう こ と もなく 、 一人一人の歴史研究者が研究

室や自宅で孤独にコンピューターの画面を操作しているだけなのです。

近代アジアの概念史研究と 並べて、 も う 一つ、 重層的な「 アジアの中の日本研

究」 の萌芽的な例を挙げさせていただきます。 Empire of Texts in Motion と い
う 本があり ます。 Karen Laura Thornber と いう アメ リ カの女性研究者が 2009
年に Harvard University Press から出した本で、 Empire of Texts in Motion 
、 副 題 に Chinese, Korean, and Taiwanese Transculturations of Japanese 
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Literature と あり ます。 591ページもある部厚な本で、 実は、 私も読み始めまし
たが、 まだと ても読み終えられそう にあり ません。 でも 、 どう いう 内容の本であ

るかは大体判り ます。 私は、 日本の「 近代化」 を、 戦前の日本がアジアで行った

戦争と 植民地支配に関連させて研究し、 その関係を理解するために「 文化触変」

と いう 概念を使いました。 Thornberさんの用語Transculturationは翻訳が難し
いこ と ば、 造語ですが、「 文化触変」 と 訳しても よいと 思います。 日本帝国がア

ジアを支配した時代に、 日本と 、 中国、 朝鮮、 台湾と の間で、 作者たちの間に

も、 読者たちの間にも、 想像以上の相互交流があったこと 、 そして、 影響関係が

あったこと 、 中国、 朝鮮、 台湾から日本へと いう 影響関係をも含んだ影響関係で

あったこと 、 その影響関係が近現代の日本文学、 中国文学、 朝鮮文学、 台湾文学

を部分的に形成する結果になったこと を詳しく 説明しています。

こ の、 Thornber さ んの研究は野心的であり 、 斬新であり 、 総合的なもので
あるよ う に思います。 本のも と は博士論文ですが、 本の出版からわずか数年後

の今、 Thornber さんは、 まだ若く してハーバード の比較文学、 東アジア地域研
究、 東アジア言語・ 文明研究の教授です。 Thornber さ んがこ の本が書けたの
は、 まず第一に、 日本語、 中国語、 韓国語の三つのこと ばができるからですし、

東アジア地域の全体を、 地域全体と して見る見方を身に着けているからだと 思い

ます。 彼女自身が持つ総合の強みがこの本を生み出す力になっているわけです

が、 その力は、 アジアの外に生まれ育った人がアジア全体を見るこ と によって生

まれています。 しかし、 それだけがこの本を生み出す力になったのではあり ませ

ん。 この本には、 日本、 中国、 台湾、 韓国で多く の研究者により 長年積み重ねら

れてきた文学研究、 文学者研究の成果が大量に使われています。 日本語、 中国

語、 韓国語の間で行われた文学作品の翻訳に関する個別研究の成果も大量に使わ

れています。 つまり 、 日本、 中国、 台湾、 韓国で重ねられてきた個別研究の蓄積

がなければ、 Thornber さんの研究は生まれませんでした。
私は、 先ほど、 アジアにおける概念史研究の例に触れたあたり では、 アジアの

それぞれの国において、 相互関係に関する個別研究の成果があまり 存在しないよ

う に思われる、 と いう 印象を与えたかもしれません。 しかし、 それは間違った印

象です。 第二次世界大戦までのアジア、 つまり 、 日本帝国時代のアジアで展開さ

れた相互関係についても、 戦後、 多く の分野で個別的な研究は盛んに行われてき

ました。 1945年から現在までについては、相互関係の研究はいっそう 盛んです。
個別研究は非常に豊富だと 思います。 ただ、 不足していたのは、 それらの個別研

究の成果を総合して、 アジアの重層的な相互関係の構造を明らかにしよう と する

試みだと 思います。 近代アジアの文学研究に関しては、 Thornber さんにそれを
やられてしまって、 残念と いう のではあり ません。 アジア各国の研究者によって

も 、 各国別に行われてきた各国の経験・ 文化の研究をもっと 有機的に関連づける

研究が行われてもよいのではないか、 と 思う のです。 その準備は整いつつあり ま

す。 材料と なる個別研究はすでに豊富です。 さらに、 アジアの文化の重層的構造

に迫る、 有機的な研究への動きも出てきているよう です。 今週火曜日ですが、 日

本のある新聞の夕刊に、 去る 6月に北京で開かれた「 東アジア文学フォーラム」
について、「 東アジア文学フォーラム」 韓国作家団代表の崔元植さんの談話が掲
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載されていました。 崔さんには『 東アジア文学空間の創造』 と いう 著書があるそ

う です。 崔さんによれば、 このフォーラムはまだ初期段階ですが、 今後は、「 東

アジア文学」 を担う 存在になり う るのではないか、 と いう こ と です。 東アジアに

は統一言語がなく 、 3か国それぞれ異なる言語を持ち、 固有の文学の世界を持っ
ていますが、 私から申せば、 それこそが重層的な東アジア文化圏の成立要件であ

り 、 崔さんは、 今後、「 東アジア文学フォーラム」 が集合体と しての「 東アジア

文学」 と いう 地域文学をはぐく み、 世界文学に発信していく 母体になると いう 夢

になり ます。

「 新しいアジアの日本研究」、 その一部である「 アジアの中の日本」 の歴史理解

の深化を私が求めるのは、「 アジアの中の日本」 と し ての歴史の理解が深まれ

ば、 アジア全体の歴史がより よく 把握できるでしょ う し、 アジアの中での、 日本

を含む各国の間の関係の歴史ももっと 的確に把握できて、 日本の歴史そのものも

より 正し く 理解できるよう になると 思う からです。 すなわち、「 アジアの中の日

本」 の歴史理解が深まれば、 歴史認識問題に打開の糸口が生まれるだろう と 思う

のです。

4．「 アジアの中の日本」 と しての
現代的理解の深化

劉傑さんは、 環境問題、 高齢化、 エネルギー問題、 自然災害など、 戦後日本の

経験をアジアの共有財産と するこ と も提唱しています。 私も現代日本で私たちが

経験し、 解決しよう と 格闘している問題の経験が世界的な有用性を持っていると

考えます。 日本だけがそう いう 経験を持っているわけではあり ませんが、 日本が

これまでに持った経験・ 文化の延長と して、 そう いう 問題が日本には多いのだと

思います。 現に、 さまざまな問題に対して、 専門知識を持って、 アジアの人々、

世界各地の人々と 交流している日本人専門家は多く 、 私もそう した専門家の活動

に尊敬と 期待を抱いています。 特にアジアの人々と の間では、 過去の歴史におい

て、 加害者と 被害者に分かれ、 加害者と して専門知識の基盤を先取り した日本人

がその成果をお返ししていると 考えられるのではないか、 と 思っています。 外国

の、 新しい自然環境、 社会環境に日本製の専門知識を持って行って、 新しい問題

にぶつかり 、 解決する経験は、 日本にフィ ード バッ ク されて、 その文化触変が有

用性をもたらすこと もあるでしょ う 。

最近の日本にと って「 平和と 安全保障」 の問題が最大の難問であるこ と を頭に

おいて、 劉傑さんの「 戦後日本の経験」 リ スト にこの「 平和と 安全保障」 の問題

を加えてみたいと 思います。 論争的に扱う のではなく 、 なぜ今、 戦後70年に、
この問題が日本を揺るがしているのかを考えてみます。「 平和」 は、「 アジアの中

の日本」 と しての歴史において、 日本の国家と 国民が過ちを犯し、 アジアの人々

に犠牲を強いたこ と の反省と して、 戦後日本が国是と してきているものです。

「 安全保障」 も戦前の軍事行動を反省して、「 平和を愛する諸国民の公正と 信義に

信頼して」、「 安全と 生存の保持」 を国際社会に委ねたのでした。 こ のよ う に、

「 平和と 安全保障」 の問題は、 誤った歴史への反省と して、 日本人にと って特別
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に重要なものですが、 どこの国の人々にと っても重要な普遍的なものでもあり ま

す。

確かに、 平和も安全保障も願っていれば得られるものではあり ません。 国際政

治理論によれば、 安全保障は当事者の意思と 環境に左右されます。 その意味で、

平和と 安全保障の問題はすべての国の人々にと っての問題です。 最近のアジアで

は、 環境の激変が起っているために、 特に日本にと って重大な問題になっていま

すが、 どこの国にと っても重要です。 現在の日本では、 平和の意思も揺らいでい

ます。 環境の激変に抗しきれないかのよう です。 しかし、 環境に決定させてしま

う のではなく 、 外交の努力と いう 意思の力を発揮すべきです。 その点で、 私は

「 東アジア共同体」 論が政治外交の舞台に復活するこ と を待ち望んでいます。 私

たちアジアの研究者は、 日本研究であれ何であれ、「 知的共同体」 を創って行く

こ と 、 強化して行く こ と によって、「 東アジア共同体」 の構築に参加して行く こ

と ができます。

5． 最後に
空理空論的なこと ばかり 申し上げましたので、 最後に、 少し具体的な提案を申

し上げます。 劉傑さんの提案は、 アジアの中で日本研究を「 知の公共空間」 にす

ると いう ものです。 それには十分な現実的な理由と 、 歴史的な理由があり ます。

私の提案はも う 少し具体的で、 その「 知の公共空間」 に「 知的共同体」 を創ろう

と いう ものです。 たと えば、 アジアの環境問題のなかに日本の環境問題を位置づ

ける、 アジアの平和と 安全保障の問題のなかに日本の平和と 安全保障の問題を位

置づける、 そして、 それらの問題にアジア各国の専門研究者が共同作業で取り 組

んではどう でしょ う か。 これまでの国際的知的共同作業の定番は国際シンポジウ

ムでしたが、 集まる寸前に作り 上げたペーパーを互に読みあう だけでなく 、 ワー

ク ショ ッ プに集まって、 徹底的に議論する、 さ らに、 多国籍の研究者が同じ時

間、 同じ空間に長く 留まって、 文字通り の共同作業をするのが理想的です。 そう

するこ と はそのまま、 アジア知的共同体の創成になり 、 アジアの平和と 安定に深

く 寄与するこ と になると 思います。

これから、 アジア各国の日本研究を広い視野から牽引してこられた皆様の、 経

験知にあふれるお話しを伺って、 東アジア知的共同体の希望と 可能性を感じ取り

たいと 思います。

ご清聴、 あり がと う ございました。
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中国の日本研究の現状と
未来

楊伯江
中国社会科学院日本研究所副所長

ご紹介いただきました中国社会科学院日本研究所楊伯江と 申します。

お話をする前に、 まず2点ぐらいお断り しておきます。 まず、 必ずし も私が
「 中国における日本研究の現状と 未来」 と いう 課題を語るに相応しい候補者では

ないと 思う 、 と いう こ と です。 また、 先ほどの平野先生の発表を聞いて、 非常に

勉強になり ましたが、 私自身は哲学や文学などを専門に勉強していませんし、 中

国社会科学院日本研究所も、 現代の日本や中日関係を中心に研究しており 、 研究

の位置付けや範囲は1945年以降の日本なのです。
以上の 2点をお断り をした上で、 今日、 内容を三つに絞り ご報告します。

中国における日本研究の現状

第1点目は、 中国における日本研究の現状をごく 簡単にまと めてご報告しま
す。 次に、 他のアメ リ カ研究やヨ ーロッパ研究と 比べると 、 どう いう 特徴がある

か。 最後に、 現在の問題点と 、 これから未来に向かって改善しなく てはいけない

点は何か。 以上の 3点です。
まず基本的な状況を報告します。 2008年に中華日本学会と 南開大学でアンケー
ト 調査が行われました。

そのアンケート によると 、 当時、 研究組織の数は約110カ所です。 その大部分
は、 総合的に日本研究をしていると ころです。 つまり 「 日本研究」 と いう タイ ト

ルの下に、 社会研究、 内政、 政治、 対外関係、 安全保障などが入っています。 一

方で、 日本研究機関ではなく 、 国際問題研究所、 国際問題研究院などには必ず日

本研究が、 その一部と して入っています。

その人数を年代順に比較してみると 、 1985年当時の中国における日本研究者
の人数は、 約1138人でし た。 ほぼ10年後、 1996年には、 1260人。 最近のアン
ケート 、 2008年に行われた今回の統計では1011人。 ほぼ横ばいで、 それほど変

報告1

第 49回  SGRAフォーラム 日本研究の新しいパラダイムを求めて
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化があり ません。

所属も面白い傾向があり ます。 党あるいは政府に所属するのは、 約1000人の
10％ぐらい、 1割を占めています。 言い換えれば100人ぐらいです。 同時に、 中
国社会科学院の系統が 10％ぐらいを占めています。 中国における社会科学院は2
種類あり ます。 今、 私が所属して働いているのは中国社会科学院で、 党中央ある

いは国務院に直属する国家レベルの社会科学院です。 それと は別に、 各省・ 市、

自治区など、 それぞれの地方レベルの社会科学院もあり ます。 その両方の系統を

合わせて約10％です。

・

• 43
• 18
• 14
•

12%
•

13%

2008 1011
1996 1260
1985 1138

・ 2008

• 110
10

10
70

Media 10
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最後に、 大学に所属する研究組織は最も人数が多く 、 約70％に上り ます。 例
えば北京大学、 人民大学など、 多く の主要大学に日本を研究する教授や専門官が

います。 少なく と も北京はそう いう 状況です。

残り 10％は、 マスメ ディ アその他です。 マスメ ディ アや新聞社にも概ね10％
ぐらいの日本問題専門家、 あるいは日本を勉強・ 研究している人たちが集まって

います。

分野別に見ると 、 伝統的に日本の言語と 文学を研究するパーセンテージが依

然と し て高く 43％。 日本の歴史を専門的に扱っているのは18％、 日本経済は
14％、 日本の政治と 対外関係は12％、 日本の哲学・ 思想・ 教育および他の分野
はわずか 13％しかいません。
ちなみに、 私どもの中国社会科学院日本研究所の研究者の多く は、 日本の政

治・ 経済および体外関係、 安全保障戦略などマルチの視野から見た日本の対外関

係の専門です。

中国における日本研究の時系列的区分

次に、 今までの中国における日本研究の時系列的区分はどう 見ればよいでしょ

う か。 私は、 1978年、 つまり 改革開放以来のこの三十数年の日本研究を、 三つ
の時期に分けてみてはどう かと 考えています。 多分、 これは私一人だけの見方で

はなく て、 主流な見方ではないかと も思います。

まず1978年の改革開放路線以来1980年代いっぱいまで、 これがまず第一の時
期です。 この第1段階の特徴は、 リ スタート と 言ってもよいでしょ う 。 中国語で
言う と 「 重始」（ チョ ンシー： 再起動） です。 なぜかと いう と 、 1978年までの数
十年の間、 日本を研究する仕事やその研究成果と しての論文や本はほと んどあり

•
1980

• e a   
1990 2008

•
2008

•
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ませんでした。 もちろん 1972年前後の中でも 、 50年代、 60年代を経て、 両国関
係の改善および国交正常化を実現させるために、 内部ではいろいろ研究していま

した。 しかし、 学問と してはほと んど認められませんでした。 ですから、 改革開

放路線を取って以来のこの第1段階は、 あえてリ スタート と 位置付けるのが妥当
でしょ う 。

第2の時期は、 1990年代から 2008年に起こ った金融危機までです。 こ の時期
の中国における日本研究の特徴は「 多様的発展」、 複数の特徴があるかと 思いま

すが、 最大の特徴は「 多様化」 だと 思います。 1970年代末から 80年代までの中
国における日本研究は経済中心でした。 日本経済発展の経験などを勉強していた

のです。 私はいまだに記憶に新しいですが、 当時の朱鎔基総理に指示されて、 日

本の通商白書を全部翻訳して、 特定のレベル以上の幹部の皆に配ると いう 時期も

あったのです。 一生懸命、 日本の経済発展の経験を学ぶ時期でした。

それから 90年代に入ると 、 政治分析が中心になり ました。 例えば、 日本で万
年与党と も言われた自民党の政権に、 なぜいろいろアップアンド ダウンがあった

のか、 などの解釈・ 分析です。 それから 90年代半ばになると 、 1994年に、 日本
は安保理に加盟すると いう 国家戦略目標を初めて明確にしたので、 それを受けて

日本の対外戦略、 外交戦略にも焦点を当て始めました。

その後はもちろんバブル崩壊などが日本研究のホッ ト イッ シューになり 、 2008
年に起こった金融危機を経て、 日本の金融システム、 政策決定プロセスなどが研

究の焦点になり ました。これは第3段階に入り 、研究の深化と 言えるでしょ う か。
例えば、 日本財界・ 企業は常に積極的な方向に対中国政策に影響を与える、 と

いう のが伝統的な見方だったのですが 2008年以降は様子が変わり ました。 つま
り 、 経済界・ 財界が多様化し、 その立場によって対中政策の態度が変わってく る

のです。 既に中国に投資している企業や、 先頭を切っている責任者・ 指導者たち

は、 みんな中国の経済の未来を積極的に見ているのに対して、 東京にいる人々、

経済人、 中国に投資していない人々は、 ほぼ一様に中国の未来を悲観視していま

す。 ですから、 彼らによって提出される対中経済政策提言はもちろん消極的なも

のになり ます。

このよう に多様化する日本国内部の事情に対して、 中国における日本研究も多

様化しなく てはいけないし、 深化し続けなければならないと いう 局面に立ってい

るのです。

時代と 関係の変化： 三つの時系列区分

そう いう 三つの時期に分けて物事を見て考える根拠はどこにあるか、 そのバッ

クにあるファ ク ター、 影響する要素は三つぐらいあると 思います。

第一は、 中日関係自身そのものの変化です。 今、 四十数年来の中日関係に大き

な変化が起こ り つつあり ます。 例えば力関係、 相互依存関係です。 もちろん相互

依存そのものには変わり がないのですが、 Aと Bのどちらがより 相手に依存して
いるか、 どう いう 形で、 どう いう ロジッ クで依存しているかを突っ込んで研究し

なく てはなり ません。



20 © 2016 SGRA

S
G

R
A

 　
　

r
E

P
O

R
T

 

NO.
74

第 49回  SGRAフォーラム 日本研究の新しいパラダイムを求めて

も う 一つは、 相互作用のモデルも変わり つつあり ます。 目の前の例を取り 上げ

て説明すると 、 安倍総理大臣のいわゆる安倍談話です。 次の中国訪問は9月3日
と 言われていますが、 来るかどう かと 問われても答えられないのです。 それは

これからの中日間の相互作用によるものですから、 100％の予測は出せないので
す。 これは良い例だと 思います。

第2は中国の戦略的ニーズです。 対外戦略と 対日戦略の必要性に応じて、 日本
研究の主題、 ト ピッ ク スも変わり つつあり ます。 簡単にまと めると 、 多分三段階

を経ているのではないかと 思います。 それは、 例えば勉強、 対応、 最後に誘導で

す。「 誘導」 と いう のは、 導く と いう こ と です。 大体こ う いう 三段階を経ていま

す。

最後に第三ですが、 中国における国際政治、 国際関係など関連学科の進展に連

れて変わるわけです。 もちろん、 中国における日本政治は、 国際政治、 国際関係

研究の一部分で、 そちらの学科の進展・ 成長と 共に変動するのです。 英語で言う

と シンクロナイゼーショ ン、 つまり 、 中国語で言う 「 同歩」（ ト ンブー： 同時性）

です。

中国の日本研究がかかえる三つの問題点

中国の日本研究がかかえる問題点は、 私から見て、 基本的には三つぐらいある

と 思います。 本当は幾つもあり ますが、 私が最も問題視しているのが、 この三つ

と いう こ と です。

1つは、 方法論と 知識構造の問題です。 つまり 、 研究する主体の知識構造が完
璧ではない、 あるいは欠陥がある、 足り ないと いう こ と です。 例えば、 日本研究

をしている中国国内の専門家たちは、 ほと んど日本の文学や語源の勉強からス

タート したわけです。 これに対して、 中国の対アメ リ カ研究、 対ヨ ーロッパ研究

では国際政治学、 国際関係学からスタート した人の比率が高いのです。

こ う した傾向が政策立案などに大きな影響を与えるのです。 どう いう 影響かと

いう と 、 日本政策をつく る際に、 国際視野、 マルチの視野が足り ないのです。 ま

た、 日本と いう 国のユニークさ 、 独特さを強調しすぎると いう 傾向があると 思い

ます。 対日本政策については、 中国全般の外交政策についての視野が足り ない。

これが一つです。

また、 日本社会を研究している人がいます。 しかし、 知識構造と しては、 日本

と いう 国に対する詳しい知識だけではなく 、 社会学の学術的知識も不可欠なので

すが、 今はまだ満足できる段階ではあり ません。

2点目と しては、 学術研究と 政策研究のバランスです。 中でも 、 中国社会科学
院のよう な、 学問研究組織でもあり 、 政府のシンクタンク と しても働いていると

ころにと っては、 なかなかバランスが取れない非常に難しい問題です。 学術研究

と 政策研究は、 実は相互補完の関係にあり ます。 日本と いう 国に非常に詳しい組

織に基づいたものでないと 効果的な政策提言はできません。 しかし、 現状は、 両

方重ねてやれる人材も少なく 方法も未熟です。

最後に、 中国における日本研究の問題点と しては、 Openness、 国際化です。
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まず、 アジア太平洋地域、 中でも東アジア地域に対する Opennessが必要です。
自国に、 あるいは自分の部屋に閉じこもって、 いく ら一生懸命に研究しても 、 満

足する結果は得られません。

例えば韓国、 台湾地域、 ないしアメ リ カ、 ヨ ーロッパの日本研究の良いと ころ

を取り 入れ、 参考にして行く こ と により 、 中国のこれからの日本研究の質を高め

るこ と ができるのです。

そう いう 意味で、 劉傑先生が提唱された情報の共有、 データの共有は、 非常に

素晴らしいアイデアだと 思います。

以上、 ごく 簡単に私から中国における日本研究の現状と 未来について報告いた

しました。 あり がと う ございました。
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台湾の日本研究の
現状と未来

徐興慶
台湾大学日本研究センター所長

台湾の日本研究の変遷

　 ご紹介にあずかり ました台湾大学の徐興慶と 申します。

歴史の回顧と 現状の分析について、 台湾では、 日本研究の始まり は三つの時期

に分けられます。 一期目は1952～1972年、 いわゆる国交があった時期で、 その
と き焦点を当てていた分野は、 政治・ 外交・ 経済でした。 そして、 歴史的・ 外交

的な分野では、 明治維新、 西洋文明の吸収、 近代化と 改革について、 あるいは日

本帝国主義の本質、 対外侵略への批判などでした。

国交断絶の後、 1973～1995年の第二期は、 依然と して政治と 経済の研究が中
心でした。 この時期には、 少し日本学研究の学術交流が進みはじめましたが、 系

統性や組織性のあるものと は言えませんでした。

1995～2004年は、「 平和友好交流計画」 の発足と 実施と 共に、 皆さんもご存じ
のよ う に村山首相の計画が打ち出され、 東アジア全体での歴史研究が盛んにな

り 、 台湾でも歴史研究者の招聘を始めました。 また、 交流協会、 日台交流セン

ターも発足し、 研究分野も政治・ 外交・ 経済から徐々に転換して、 学術・ 文化・

教育などの研究が盛んになり ました。

村山内閣の談話があったのは1994年8月31日ですが、 その内容は皆さんもご
存じかと 思います。 先ほど平野先生もおっしゃったよう に、 誤った歴史への反省

を一つの精神と して、 中国、 韓国、 台湾も含めて、 歴史関係をできるだけ明らか

にしよ う と いう 計画があり 、 台湾の場合は、 1995年に台北と 東京本部でそれぞ
れ日台交流センターを設置し、 3段階に分けて、 歴史研究者交流事業、 日台研究
支援事業、 現在のフェローシップ事業を行ってきています。 台湾と 関連すると こ

ろでは、 植民地支配に対する反省と いう か、 過去の歴史を直視し、 知的交流、 青

少年交流について相互理解の促進の交流事業を図ろう と したものです。

具体的に分野別に見ていきますと 、 1995～2004年まで、 日本から台湾への派

報告2
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遣で一番多かったのは経済・ 産業で派遣者数は26名、 次は政治・ 法律、 文学・
言語が 22名、 教育・ 文化18名と いう こ と です。 この間、 日本から台湾へ派遣さ
れる日本の学者は合計138名でした。 それから、 台湾から日本への招聘で一番多
かったのは政治・ 法律、 それから教育・ 文化です。 2004年までは合計124名の招
聘があり ました。 依然と して政治・ 法律が多く 、 教育・ 文化も多い。 派遣と 招聘

の両方を比べてみると 、 招聘では文学と 言語が多いと いう 特徴があり ます。

2005年から、 その事業は名前が変わり 、「 日台研究支援」 と いう 事業になって

内 総 の

画 湾に関 する内

に対する

の に尽

の歴 を するため 歴 図 ・ の収
に対する を う 歴

や などを じて におけ
る対 と を する

歴
フェローシップ の 変 とその実
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います。 派遣は両方あり ますが、 人数的には、 2009年までに予算の関係でだい
ぶ減少しました。 分野別に見ますと 、 この 5年間で日本から台湾へは47名です。
「 日台研究支援事業」 は、 2009年に終了し、「 フェローシップ事業」 と して新た
にスタート しました。

「 フェローシッ プ事業」 を期間別に見ますと 、 短期は50名、 中期はやや多めで
79名になっています。 分野別に見ますと 、 文学分野、 つまり 人文から教育、 政
治・ 経済が多いですが、 徐々にバランスを取ると いう 計画があり ました。

数字から見た台湾の日本研究

次に紹介したいのは、 数字から見た台湾の日本研究です。 雑誌や紀要、 あるい

は単行本に収録された日本関係の文書について、 1985年から 2014年に至るまで
のデータを少し紹介させていただきます。 これは中国語の日本研究を国家図書館

のデータベースで検索しながら作ってきたものです。

具体的に、 日本関係の文章を見ると 、 社会科学が一番多く 49％です。 応用科
学も意外に 30％もあり ます。 その他の分野は本当にわずかです。 グラフから見
ると 、 2000年から徐々に増えて、 2010年ごろピークになっていますが、 今は急
激に減少しています。 台湾では、 人文や社会科学は今、 就職難で、 論文を書いて

いても就職ができないと いう 傾向があるこ と が大きな原因と 考えられます。 2010
年の数字を取り 戻すのは大変なのではないかと 思います。

日本研究論文の分野別比率で見ますと 、 言語・ 文学が多く 、 これも問題になっ

ています。 日本語教育は既に 50年経ち、 日本語学科あるいは応用日本語学科が
設置される大学は49を超えました。 一方で博士課程は一つだけです。 しかも 、
それは日本語教師を養成する東呉大学だけでした。 日本語を勉強しながら、 実際
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には、 どのよう に社会科学の分野にある日本の国際関係、 法律、 経済、 社会など

の人材と つながるよう な実益に結び付けるかが、 現に台湾で問題になり つつあり

ます。

博士・ 修士論文からそのデータを見てみると 、 こんな数字が出ました。 一番多

かったのはやはり 2010年あたり で 337本ぐらいあり ます。 2013年には180本ぐ
らいあり ましたが、 その後は大幅に減少し 2014年は16本しかないと いう こ と で
す。 なぜ激減したのかと いう 原因は私も把握できていませんが、 推測では、 少子

湾

学

セ
ン
タ

湾の国 図 の学 データベースに づいて

会

・

・
・ 国 関

経済・
・

関関
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化、 あるいは人文領域の就職難があると 思われます。 例えば、 新竹の交通大学で

は、 教養学部で若い教員1人を採用するのに 300名以上の応募者が殺到すると い
う 現象が今あり ます。 こ う した状況をどう するかと いう のは、 これからの課題で

す。

日本研究センター設置は、 2009年に政治大学から始まり 、 現在では約10の大
学に日本研究センターが発足しました。 わが台湾大学は比較的遅い方で、 2013
年11月1日にスタート し、 半年の準備期間で運営してきて、 今、 1年余り がたっ
ています。

台湾大学の日本研究の背景を申し上げますと 、 1992～2000年の間、 日本総合
研究センターがあり ました。 その後、 欧米志向があり 、 経営的にも日本研究に対

して財政のバッ クアップもできなく なり ましたので、 つぶれてしまいました。

その後、 2011年から 2013年の間に、 人文社会高等研究院で日本韓国研究プ
ラ ッ ト フォームを立ち上げ、 私は執行長と して 2年間務めてきました。 それを
ベースに 2013年11月、 日本研究センターが設立されました。 所属は文学院です
が、 日本語学科は1994年に設置され、 2003年に修士課程ができ、 センターがで
きると 同時に「 日本研究学程」 もスタート しました。 目標と しては、 台湾大学あ

るいは将来的には台湾における日本研究の拠点、 次世代研究の育成と して実行し

ていこ う と 考えています。 日本研究は、 国際日本学の連携と 若手研究者の育成の

2本立てでやってゆく しかないのではないかと 考えています。 全体的に人文と 社
会科学が対話しないと いけないと 思います。 台湾でも日本研究は斜陽産業と よく

言われていますが、 企業の応援を求めない限り は非常に継続が難しいと いう のが

現状です。

学術提携はもちろん、 日本側のいろいろな大学と 協力しながら実行していきま

す。

台湾大学日本研究センターの活動とビジョン

以下は、 これまでの台湾大学日本研究センターの活動内容と 、 これからの発展

目標について、 紹介いたします。

（ 一） 国際学術交流

1． 学術交流協定調印　 2.日台院生合同研究発表会　 3.国際学術シンポジウ
ム

アジア各国の日本研究拠点間の交流、 及び日本研究者の積極的な国際共同研究

を促進するため、 すでに名古屋大学「 アジア文化の中の日本研究センター」、 京

都大学人文科学研究所、 関西大学東西学術研究所などの日本研究機関と 学術交流

協定を締結してきました。 これからも韓国の高麗大学国際日本研究院、 中国の南

開大学日本研究院、 東北師範大学東亜文明研究センター、 香港中文大学比較国際

日本研究センターなどと 学術交流協定を締結する予定があり ます。
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(二 )学術・ 教育活動

1． 全国大学院生研修ワークショ ップ　
次世代の研究者育成を目的と して、 毎年の学期にあわせて年2回の共同発表会
を行っていきます。

第一回は国内のすべての大学の大学院生60名を対象、 法律・ 経済・ 国際関
係・ 通訳学・ 公共行政学の 5つの領域における著名な学者を講師に招き、 ワーク
ショ ップを開催しました。（ 2014年11月1日）。
2． 大学院生を対象と する国際学術講論会

2014年2月活動開始から、 計20回の学術講論会を開催してきました。

(三 )教育事業

1．「 日本研究学程」 の実施　 　
本センターと 日本語学科が協力して、 学部や学科を超えて教育資源を共有し、

先進的な日本研究に関するカリ キュラムを開設しています。

日本に関する政治、 法律、 経済及び文化、 歴史、 宗教、 哲学、 文学、 語学等の

領域における多様な教育カリ キュラムを提供し、 あらゆる方面の日本研究人材の

育成を目指しています。

2．「 日本研究奨学金」 制度の投入
「 台湾大学ニト リ 国際奨学金」

大学生、 院生の日本研究を奨励し、 専門知識・ 能力を兼ね備えた研究人材を

育成するため、 寄付金に基づいた奨学金支給（ 年間300万台湾ド ル、 全学30名）
のための業務を行っています。

（ 四） 経済界・ 文化界と の連携

1． 日台経済人と 学生と の交流会 /日本研究産学対話シリ ーズ座談会
第一回「 日系企業が求める人材像」（ 2015年1月17日）
講師： 東山三樹雄氏（ 台湾三井物産董事長）

　 　 　 丹羽康彦氏（ 台湾三菱商事総経理）

2． 日台文化交流教室
不定期開催の日台文化交流活動と して、 日本への深い理解や豊富な交流経験を

持つ日台各界の著名人・ 文化人と 、 教員、 学生と の交流会を開催しています。

第一回講座： 講師： 小田全宏氏（ ＮＰ Ｏ法人日本政策フロンティ ア理事長）

　 テーマ：「 先賢に学ぶ日本の心ー今、 注目したい「 新渡戸稲造」 と 「 武士道」」

（ 2015年4月10日）
　 第二回講座： 講師： 上田比呂志氏（ 元グアム三越社長・ ティ ファニーブティ ッ

ク支配人）

　 テーマ：「「 おもてなし 」 や「 気く ばり 」 から学ぶ日本の心」（ 2015年6月12日）
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（ 五） 出版事業

1．「 日本学研究叢書」 の刊行
本叢書は、既刊18巻。 台湾で出版された唯一の日本研究専門の学術叢書です。

「 日台はお互いをいかにみているのか」 と いう 問題意識、「 台湾の視点からの日本

学研究の推進」 と いう 出版目標のもと に創設されました。 台湾における日本研究

を国際舞台へ押し上げ、 開放性をもった「 国際日本学研究」 の道を開き、 日台学

術交流への更なる貢献を目指しています。

2． 日台院生合同研究発表会論文集の刊行

国 学 会

シーリ ーズ
会

学 なカリ
キュラムの

学内 ・ 国内
の
と の 携

学
の

湾 学
センター

湾 学における

センター の り みについて
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台湾の日本研究の現状と 未来 徐 興慶

結びに代えて

最後に問題点を 4点、 申し上げます。
第一は、 台湾では日本研究を地域研究と して政府は認めていません。 要する

に、 日本研究の名目で科研費を取ろう と しても 、 取れないのです。

第二は、 人文の人材が過剰になり 就職難であると いう こ と が関連しています。

第三は、 第二と 関連しますが、 これからは、 人文と 社会科学が対話して、 人材

を育成していく こ と が非常に重要だと 思います。 また、 横の研究人材の結集も今

のと ころまだできていませんので、 これからの課題です。

最後に、 台湾にと っての日本研究の重要性です。 台湾の問題と して、 例えば地

震、 自然災害、 エネルギー問題、 老人の介護について、 これからどう するか、 な

どです。 これらは日本がかかえるのと 同じ問題です。 日本研究を通じて、 解決の

道を模索して行かなければなり ません。

本センターは、 これから国内の連携事業の実施もさるこ と ながら、 日台双方の

関連機関および東アジアの諸研究機関と の連携を促進し、 日本研究を国際的に展

開する「 国際日本学」 の構築を目指してまいり ます。

以上で私の報告を終わり ます。 あり がと う ございました。



30 © 2016 SGRA

S
G

R
A

 　
　

r
E

P
O

R
T

 

NO.
74

東アジア日本研究者協議
会への呼びかけ

朴喆煕
ソウル大学日本研究所所長

開かれた日本研究を求めて

今日の会議のテーマである「 日本研究の新しいパラダイムを求めて」 ですが、

新しいパラダイムを語ると きはあまり 細かいこと を話しても仕方があり ません。

大ざっぱな話の方がいいかもしれないと 感じるので、 少し刺激的な話をします。

私は、 韓国の日本研究の現状について話してく ださいと 言われたのですが、 私

が一昨年前から行っている「 東アジア研究者ネッ ト ワーク 」 の呼びかけについて

話しをしたいと 思います。

考えてみると 私が日本研究に本格的に関わって 25年になり ます。 そして今、
私のその「 経験知」 をどのよう に「 公共知」 と 入れ替えるか、 を考えています。

今日、 茶野さんもいらっしゃるのですが、 最近、 Japan Foundation（ 国際交
流基金） 関係の会議や、 う ちの研究所の会議、 台湾の徐先生の会議など所長レベ

ルの会議に参加して感じているこ と があり ます。

一つは、 所長の集まり は非常にあり がたいこと なのですが、 も う 少し大衆化し

てはどう か。 つまり 、 日本研究者が一堂に集まれる機会があればもっと いいので

はないかと いう こ と です。 今日のよう に、 他のと ころでは、 どのよう に日本研究

を行っているのかと いう 議論も非常に勉強になるのですが、 も う 少し中身のある

話をすれば、 お互いにもっと 学び合えるのではないでしょ う か。 誰がどう やって

いるのかと いう こ と もいいのですが、 一体、 何をやっているのか、 日本研究と は

何をどう 研究しているのかと いう 、 中身の話にそろそろ移る時期ではないかと 感

じています。

私も 、 アメ リ カのAASやヨ ーロッパの研究者、 東南アジアの研究者と 個人的
にお付き合いしていますが、 考えてみれば、 東アジアにだけ日本研究者の国際

ネッ ト ワークがないのです。 これは何と かしなければなり ません。

みんな優れた研究者なのに、 国境で閉じられた研究をしているのが現状で、 隣

の国で誰が何をやっているのか、 中身の情報がも う 少し共有できれば、 と 感じて

報告3

第 49回  SGRAフォーラム 日本研究の新しいパラダイムを求めて
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東アジア日本研究者協議会への呼びかけ 朴 喆煕

います。 台湾大学の状況を見れば、 非常に横断的にいろいろなさっているこ と は

分かるのですが、 韓国の状況を見ると 、 Japan Foundation（ 国際交流基金） で
調べられている韓国の研究者の数は、 多分1070人ぐらいだと 言われています。
その中で 9割ぐらいは語学や文学で、 語学・ 文学の人文系と 、 こ ちらにいら っ
しゃる李元徳先生や南基正先生などはみんな政治学の方ですが、 社会科学系の人

の交流は国の中でもあまり ないのが現状です。

も う 少し交流して、 お互いに話をすれば良いのではないかと 感じ、 国内のみで

なく 、 も う 少し広げて「 東アジア日本研究者協議会」 を作ってはどう かと 、 2年
ぐらい前から提唱しています。 日本研究は倒産産業と までいかなく ても 、 衰退し

ているこ と は事実だと 思います。 やはり 日本研究の国際的な話題性が低下してい

て、 日本研究が昔と 比べると 、 盛んではない感じがします。

東アジアの日本研究

潜在力を持っているのは、 東アジアです。

東アジアで見る日本は、 欧米で見る日本と は少し違う のではないでしょ う か。

欧米の日本研究は、 基本的に「 他者（ Others）」 の視点から非常に好奇心を
持って研究する方が多いと 思われます。 例えば「 日本が成功して失敗した原因は

何か」 に焦点を絞り 、 エキセント リ ッ ク なUniquenessを探そう と します。 一時
期、 日本人論や日本文化論がはやったよう に、 日本の特殊性、 独自性が日本研究

の一部になっているのです。

一方、 東アジアからの視点で見ると 、 われわれの中に日本がそのまま存在す

る、「 自己の中の他者」 と いう 現象が存在して、 後ろを見ると 日本がそのままそ

こにあると 感じられるわけです。 先ほどの劉傑先生の発表でも、 日本の成功と 失

敗の経験を共有すればどう か、 と 言及されましたが、 そのと おり です。 日本の成

League of Theirs 

Hard Power

Soft Power
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功は、 東アジアの国の成功につながっている。 また、 日本の失敗はそのまま、 東

アジアのいろいろなと ころの失敗につながる可能性が高いのです。 これが東アジ

アの日本研究が、 他の地域の日本研究と は異なると ころだと 思います。

しかし、 東アジアは、 それぞれの国に研究者が非常に多い。 研究者の数が少な

いのであれば、 みんな集まるのですが、 多いので逆に集まり ません。 先ほど韓国

で 1070人ぐらいと 言いましたが、 それはあく までも研究機関などに所属してい
る人だけの数で、 多分、 個人的に博士号を取って就職できない人を含めれば、 韓

国の中だけでも 2000人近く になると 思います。 ですから、 韓国の中でも日本関

Minority
30

Nationalism

Model
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係の学会が 30個ぐらいあり 、 これを統合するのは無理なのです。 それぞれがみ
んな集まって大きな論争をつく るより は、 個別の緻密な研究をして、 直接、 日本

の研究者と つながっている方が多いのです。 ですから、 東アジア全体のディ ス

コースを創り 得ていません。 また、 そこに歴史問題やナショ ナリ ズムの壁が残っ

ているので、 すんなり 気楽に会えない雰囲気がまだ存在するのです。

悪く 言えば、 自国の市場でも飯を食えるので、 別にみんなで集まって話をしな

く てもいいのではないかと いう 感じになって、 集まらないのです。

自国中心主義から脱皮をしないと いけません。 各国、 各地にこんなに優れた日

本研究者がいるのに、 知的交流が線になっていて面になっていないのです。 早急

に面と してつく る必要があり 、 そのよう な知的空間を早く つく るべきなのです。

東アジアの「 知の公共空間」 の創造と 協議会
の意義

劉傑先生、 平野先生も同じ話をしたのですが、 共有できる知を通じて信頼の醸

成をして、 東アジアに「 知の公共空間」 をつく るこ と は非常に大事だと 思いま

す。 その中で一番重要な、 役割を果たさなければならないのは日本研究者だと 思

います。 日本研究者を中心と して、 東アジア地域に存在する葛藤をどのよう に解
消するか、 どのよう に和解の土台をつく って行く のか。 それぞれ学問的な研究成

果を持ち寄れば、 貢献できると ころが十分あるのではないかと 思います。

このよう な協議会をつく ろう と いう と きに、 幾つか頭に入れなければならない

のは、 研究成果を、 自国だけではなく 、 国際的に発信し、 国際性を高めるこ と で

す。 自国の中だけでやっていても良いのですが、 国際的に集まって一緒にやれ

ば、 自分の研究がどのぐらいの競争力があるかはすぐ分かり ます。 他の国と の共

同研究の基盤もすぐにつく るこ と ができます。
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先ほどの知の公共空間や公共財のよう なものは、 研究者は研究を通じてつく る

のが一番いいので、 そのよう な場を持つこと が必要です。 また、 今、 少し衰退し

ている日本研究を、 東アジアの研究者がみんな集まって引き上げると いう 役割も

十分に果たせると 思います。

「 東アジア日本研究者協議会」 の開催に向けて

では、 本当にこんなものはつく れるのでしょ う か。 学会を考えれば非常に難し

いのです。 なぜかと いう と 、 みんな個人で参加をして、 誰が会長になるのか、 誰

が実行委員長になるのか、 つまらない政治ばかり やって、 何もつく り 上げるこ と

ができないのです。

それより も私は、 コンソーシアム的な組織から始まった方がいいと 思います。

既に存在する日本研究の機関でコンソーシアムをつく って何年間かやってみて、

それでう まく いく のであれば、 学会をつく るのはそれほど難しく ないのですが、

初めから学会をつく ろう と したら、 大体、 失敗するのです。

ですから、 今、 存在する機関、 例えば台湾大学の日本研究センター、 中国社会

科学院の日本研究所、 ソウル大学の日本研究所、 国民大学の日本学研究所を全部

つなげて、 一気に年1回ぐらいは集まって「 研究発表博覧会」 を行う 、 つまり 基
本的にはAASモデルです。

AASは既に学会になっているのでそう なのですが、 そう ではなく 、 既に存在
する機関が持ち込みでパネルを一つか二つつく れば、 30個ぐらいのパネルをつ
く るのはそんなに難しく あり ません。 そのよう な方式でやればどう かと いう こ と

です。

その中には、 もちろん全体の呼びかけ人がつく る企画パネルもあり 、 参加機関

のパネルも存在し、 機関に属さず自由参加したいと いう 人は自分のパネルをつく
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る。 そして必ず次世代の日本研究者のパネルを入れて構成し、 3泊4日、 同じ時
間、 同じ空間で日本研究だけをみんなで語る。 こんなイメ ージです。

例えば、 政治学をやっていても文学から学び合おう 、 社会学から も学び合お

う 、 歴史からも学び合おう と いう 構成が十分につく れる。 そのよう にしよう と 考

えています。

また、 こ れは一国が中心になってしまったら駄目なのです。 韓国、 中国、 台

湾、 日本を全部回り ます。 考えてみれば、 AASも フィ ラデルフィ ア、 サンディ
エゴ、 ワシント ン D.C.など、 ぐるぐる回っているので、 東アジアでは、 ずっと
回っても 100年ぐらい回れると 思います。
先ほど言語の問題が出たのですが、 幸いに東アジアで日本研究をやっている

と 、 みんな日本語を話せます。 ですから、 日本語のパネルを中心と して、 できな

い人は英語のパネルをつく ってもいい。 開催する国の、 中国であれば中国語で

やってもいい、 しかし基本は日本語をベースにしてパネルをつく ると いう こ と

にすれば良いでしょ う 。 また、 研究発表博覧会の際、 いろいろなブースを設置し

て、 研究所や書籍を紹介すること もできます。

そのよ う にコンソーシアム型の日本研究者のネッ ト ワーク をつく ればどう で

しょ う か。

これはずっと 話をしても仕方がないので、 刺激的に第1回目はこ う やり ましょ
う と いう こ と を、 書き入れました。 これは、 私の勝手な提言なのです。

今年は無理ですね。 1年ぐらいは準備が必要です。 呼びかけも必要です。 です
から、 2016年に韓国の松島（ ソ ンド ）、 仁川空港の隣のと こ ろで、 1回目をやり
ましょ う 。 12月初めごろです。 そこは空港に近いので、台湾でも中国北京でも、
日本からでも誰でもすぐ集まれると ころなのです。 そこは大きいコンベンショ ン

センターがあり ます。 同時に 30～40個ぐらいのパネルをつく れるコンベンショ
ンセンターが既に存在しますから、 活用すればいいのです。

Core

Convention Center
Panel

Hotel
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お金はどう するのですか。 自分が持ってく る、 持ち合いです。 申し訳ないので

すが、 台湾の日本研究センターのパネルは、 台湾日本研究センターが責任を持

つ。 ソウル大学の日本研究所がつく るパネルは、 ソウル大学の日本研究所が責任

を持って、 全部パネルを構成してお金も出す。 しかし、 全体の企画パネル、 基調

講演などは、 他のと ころの協力を得てやると いう 方式です。 このよう な提案をし

て、 具体的に呼びかけていきます。

誰にも相談していないので刺激的かもしれませんが、 誰かが走らないと 、 こん

なものは30年話してもつく れないと 思います。
準備委員会と 呼びかけ人は、 少なく と も今年の 10月ぐらいまでには決めなけ
ればなり ません。 コアのメ ンバーを集めて、 韓国でやるのであれば、 李元徳先生

がいつも 「 あなたが汗をかく のだったら、 私は協力します」 と 言ってく れていま

すので、 第1回目だけは、 私は汗をかく 覚悟をしています。 私も 「 本当にこんな
こと を言ってもいいのか」 と 思いながらも 、 誰かがやらなければならないと いう

思いで話をしているわけです。

また、 東アジアの知的公共財をつく るこ と に、 自分も少しは貢献したいと 思っ

ているのです。

国際交流基金や韓国でも Korea Foundation、 民間機関などに協力を得て、 さ
らに参加機関の持ち合いでやればできると 思います。 これは私がずっと 関わって

いる済州（ チェジュ） フォーラムをやってみて分かったこと なのです。 みんな持

ち合いでやれば、 そんなに難しいこ と ではあり ません。 むろん、 初めは大変で

す。 しかし、 それが習慣になれば、 できるのです。

以上、 私の経験に基づいて、 その経験知を公共知に入れ替えるべく 、 東アジア

の日本研究者のネッ ト ワークの提言をさせていただきました。

皆さまのご協力をお願いしたいと ころです。

ご清聴あり がと う ございました。
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茶野純一

日本研究支援の
現状と展望
─国際ネット ワークの形成に向けて─

茶野純一
国際交流基金日本研究・ 知的交流部長

イント ロダクショ ン

初めまして。 本日は渥美財団のシンポジウムにお声掛けいただき、 あり がと う

ございます。

私は33年前、 1982年に国際交流基金に入社し まし た。 日本研究・ 知的交流
部長職は本年2月からの兼任で、 メ インの仕事は国際交流基金の日米センター
（ CGP: Center for Global Partnership） の所長をしており ます。 33年のう ち 25
年以上、 日米関係に従事し、 主に米国のシンクタンクや政策指向型研究所と 、 日

本の知的コミ ュニティ ーと のネッ ト ワーク化の仕事をしてまいり ました。 本日の

会議はテーマが「 日本研究の新しいパラダイム」 と いう こ と ですので、 日本研究

部長の立場から出席させていただいており ますが、 私の発表それ自体につきまし

ては、 意見の開示を含み、 個人の立場からのものであるこ と をご理解いただけれ

ば幸甚です。 それでは、 始めさせていただきます。

国際交流基金の海外日本研究支援

国際交流基金は1972年に特別法でできた日本の行政組織ですが、 仕事の大き
な柱と して、「 日本と 海外と の文化芸術交流」、「 海外における日本語教育」、 そし

て「 日本研究・ 知的交流」 の三つを立てています。 このう ちの「 日本研究・ 知的

交流」 で、 世界の日本研究者へのフェローシップや、 海外での日本研究シンポジ

ウムへの資金援助など、 外国における日本理解、 知のネッ ト ワーク形成のための

事業を実施しています。

私自身はプラクティ ショ ナーで、 学者ではないので、 どう しても実務的なと こ

ろから入ってしまう のですが、 まず初めに交流基金の日本研究支援の予算、 その

中で特にアジア大洋州、 東アジア関係の予算がどれぐらいあるかと いう こ と から

報告4
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お話ししたいと 思います。

日本研究支援の概況

表のとおり 、 日本研究・ 知的交流予算の全体額は、 いわゆる地域研究と しての

日本研究と 、 政策関連研究への支援、 これを知的交流事業と 呼んでいますが、 そ

う いう ものを含めて大体10～11億円弱、 12億円く らいの間をこの 3年間、 推移
しています。

残念ながら、 予算のト ータルの流れは減少傾向で、 例えば地域研究と しての日

本研究をサポート する「 日本研究事業費」 予算は、 平成25年度には9億4800万
円であったものが、 直近の 27年度は7億9800万円と 、 額にして 1億5000万円、
率にして 15.8％落ち込んでいます。

27年度ベースで考えると 、 7億9800万円のう ち 3億4400万円の部分、 基金全
体で海外の日本研究支援に使う 金額の約45％が、 アジア大洋州向けの日本研究
事業費です。 こちらの方も残念ながら、 3年前の平成25年度と 比べて、 20％ぐら
い落ち込んでいます。 まあしかし、 それでも大体3億4400万円程度、 アジア大
洋州地域に対して資源投下をしているわけですが。

年によって比率は違いますが、 アジア大洋州地域の事業費3億4000万円の約
60～65％が東アジア向けです。 われわれの地域区分では、 東アジアを中国、 韓
国、 台湾、 モンゴルの 4カ国と していますが、 27年度はここに 3億4400万円の約
65％が充てられています。
次は3億4400万円と いう 金額がどのよ う なプログラムに配分されているかで
すが、 まずは人への投資で、 日本研究のフェローシップです。 こちらは博士論文

を執筆中の海外の日本研究者が日本に滞在して、 論文を完成させるための長期博

士論文フェローシッ プと 、 それから、 既に完成された日本研究学者が、 さ らに

日本で長期滞在して特定の研究テーマで研究を行う ためのプロフェッ ショ ナル・
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フェローシッ プ長期、 そして滞日期間40日以内の短期フェローシッ プと いう 三
つのカテゴリ ーがあり ます。 このフェローシッププログラムに充当する予算が、

全体の約3分の 1、 1億1600万円です。
そして、 日本研究の機関支援、 例えばソウル大学日本研究所や、 アメ リ カのス

タンフォード 大学日本研究センターなど、 海外の日本研究機関の活動支援のため

の予算額が 9200万円です。
それから、 今日はあまり 触れませんが、 3億4400万円のう ち大きな割合を占め
ているのが、 1970年代後半から大平学校と いう 日本語学校を起源と してスター
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ト した、 北京日本学研究センターの運営経費です。 これは北京外大と 北京大学の

両方のプロジェク ト があり ますが、 中国の日本研究促進のための、 いわば大学院

経営事業です。 これが 9500万円程度です。
そして今日の大きなテーマである、 東アジアの全体的な公共知と しての日本研

究に対する制度的なインフラ構築、 朴先生が話された日本研究者協議会、 地域を

越えた横断的組織の集まり 、 ネッ ト ワーク化などと 関連しますが、 これに関係す

る予算と して、日本研究ネッ ト ワーク促進と いう 予算が 4100万円程度あり ます。
それでは予算・ 金額の次に、 プログラムの採用状況を具体的に見ていきます

と 、 博士論文フェローシップ、 プロフェッ ショ ナル長期・ 短期の全体で、 この 3
年間の申請総数は1348件です。 採用数は386件なので、 競争率は3.49倍です。
このう ち東アジアは申請が 357件あって、 採用数が 100件。 申請・ 採用と もに国
際交流基金のフェローシッ プの全体の 26％は東アジアを対象と していると いう
形になり ます。 東アジアの競争率は3.57倍です。
競争率がどの程度の倍率であればフェローシップのプログラムの質が担保され

ているかについて、 例えばアメ リ カの社会科学研究評議会（ SSRC） によれば、
大体4倍と 言われています。 これになら う と 、 国際交流基金の日本研究フェロー
シップは、 アメ リ カを中心と して、 米州は4.23倍で、 4倍を超えていますが、 東
アジアの方は若干そこに追い付いていません。 フェローシップ・ プログラム全体

の倍率と しても 3.49倍です。 質をキープすると いう 観点から、 も う 少し競争率を
高めるこ と が課題かと 考えています。

東アジアから出る個人フェローシップの申請概況と して、 どう いう 特徴がある

かと いう と 、 東アジアは、 プロフェッショ ナル長期の申請が多いと いう こ と があ

げられます。

平成27年度の申請ベースを分析した表を見ていただく と 、 東アジアはプロ
フェッ ショ ナルの長期が 57％。 短期が非常に少なく 、 博士（ Ph.D.） 論文も 30％
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ぐらいです。 これは米州の数字と かなり 対極的です。米州は46％が博士論文で、
いわゆる若い層、 比較的次世代の日本研究者層からの申請が多い。

基金のAAC（ American Advisory Committee:日本研究米国諮問委員会） は、
アメ リ カ人の日本研究者により 構成されており 、 この委員会の方向と して、「 若

い人を育てたい」 と いう 考えがあり ます。 そう した流れのもと 、 米州ではそれに

応じた若年層からの博士論文のアプリ ケーショ ンがかなり 出てきて、 採用数もそ

れに応じていると いう 状況かと 思います。

他方、 東アジアの方は、 出来上がったシニアの研究者からの申請が多く 、 採用

も これに準じています。 このパターンは単年度だけではなく 、 平成25～27年度
の 3年間の合計値も同様の傾向を示しています。 40％後半ぐらいが東アジアのプ
ロフェッショ ナル長期の数字だったと 思います。

東アジアから出てく る日本研究者の方々は、 それまで文部科学省のスカラー

シップ等で長い日本滞在があって、 日本語が非常に堪能で、 深い日本研究ができ

て、 さらに国際交流基金の長期プロフェッショ ナル・ フェローシップ等で補完を

される。 それが他地域と は全然違う 日本文化の理解の深さ、 日本語能力の卓越さ

に繋がる。 こ う いう ものが、 この地域の日本研究を特色付けていく 一つの要素で

あるのかと 思います。

今度は機関支援ですが、 これは客員教授派遣、 日本研究の講座スタッ フ拡充助

成、 セミ ナー・ シンポジウム開催助成など個別のプログラムを取り まと め、 包括

的なプログラムにして支援するものです。 現在、 海外の 66の日本研究機関に対
して支援を実施しています。 66機関のう ち、 アジア大洋州は34機関。 米州は18
機関、 中東・ アフリ カ・ 欧州は14機関ですので、 半分以上がアジア大洋州向け
です。 世界の日本研究機関はさまざまで、 必ずしも この 66機関だけがそう だと
いう わけではあり ませんが、 われわれの方で中核的な拠点と して位置づけ、 支援

しています。 この機関リ スト 自体は何年かに 1回見直して、 限られた資源を循環
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的に使っている状況です。

機関支援の件数ですが、 東アジアの過去3年間の実績は12～14件／年で固定
しています。 全体案件66件のう ち、 約20％が東アジアの日本研究機関と いう こ
と になり ますが、 平成27年度は13件（ 中国7件、 韓国5件、 台湾1件） です。
その内訳は、 中国だと 西北大学、 東北師範大学などの 7大学、 韓国はソウル大
学、 高麗大学校、 国民大学校等5大学で、 ソウル大学校については、 日本研究所
と アジア言語文明学部の二つを別々の機関と 見ているので 5機関になり 、 台湾と
合わせ、 合計13機関と なり ます。
北京日本学研究センター事業は、 先ほどお話しした大平学校に基づいて 1980
年代に開始された大学院経営事業で、 中国の教育部と 国際交流基金で共同して

行っています。 既に今年で 30周年。 人文科学を中心に修士・ 博士を輩出してい
ます。 今は第7次の 3カ年計画が終わり 、 9月末から第8次の 3カ年計画に入り ま
す。

日本研究ネッ ト ワーク形成の概況

今日の後半の話と も関係する日本研究のネッ ト ワーク促進ですが、 これは諸外

国の日本研究者間のネッ ト ワーク強化を通じて、 海外日本研究の発展を促進すべ

く 、 国際会議や合同ワーク ショ ッ プなど、 対話の場を設定しよ う と するもので

す。 ここには各国地域の日本研究者の国内学会、 すなわちオースト ラ リ ア日本研

究学会、 タイ国日本研究学会など、 単一国の日本研究学会・ 協会への支援や、 あ

るいは全米アジア学会（ AAS）、 欧州日本研究者協会（ EAJS） 等、 地域の横断
的な日本研究組織への支援が含まれます。

同時に、 過去5回、 交流基金が主催で実施した東アジア日本研究者フォーラム
や、 関係団体・ 大学、 地域等の協力を得て、 助成で開催したり している横断的な

日本研究者の集まり 等、 ネッ ト ワーク化への支援も含まれます。

東アジア地域日本研究学会創設に向けて

さて、 この東アジア日本研究者フォーラムの最も新しい会議が、 2014年12月
6～7日に淡路島で開催されました。 こ こからが、 かなり 今日のテーマと 連動し
てく るのですが、 この会議ではロシアの極東、 モンゴルも含めた東アジアから参

加者が出て、 いろいろ議論されましたが、 メ インテーマは「 東アジアの横断的日

本研究者組織創設の可能性」 であったかと 思います。

これは朴先生が先ほど詳しく 話してく ださったと おり なのですが、 いかにして

日本研究をアジアの公共知と するためのプラッ ト フォームや、 制度的なインフラ

をつく っていく かと いう こ と で、 そこでは学会組織と してと いう と ころが問題意

識の根幹です。
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必要性議論

このよ う な組織の必要性については、 他地域と のシンメ ト リ ーで考えていく

と 、これは自然な発想です。 欧州にはEAJSがあり 、アメ リ カにはAASがある。
ASEANにも日本研究者学会がある。 このよう なト ランスナショ ナルな組織の不
在の方が、 むしろ不自然であると いう 見方です。 これはある意味で、 安保状況と

非常によ く 似ていて、 ヨ ーロッ パにはNATOがあり 、 ASEANも 、 も と も と は
軍事同盟と して発足しており 、 要するに、 その地域の共通の安保の機構があるわ

けですが、 東アジアにはあり ません。 アセアン地域フォーラム（ ARF） がベー
スになって立ち上げられるかと いう 議論もあり ますが、 なかなか進まないのと 同

じです。 国境を超える日本研究の横断的組織が東アジアに不在。 こ う いう 状況は

確かに不自然ではあり ます。

それから、” beyond national box（ 一国の枠を超える ）” と いう か、 ナショ ナ
ルレベルの日本研究学会だけしかない場合の問題、 限界から考えるこ と も必要で

す。 例えばモンゴルの日本研究学会、 タイの日本語研究学会などの中だけだと 、

日本語も使われるかもしれませんが、 どう しても特殊言語、 自国言語でのディ ス

カッショ ンやペーパー発表が中心になる。 そう すると 当然、 域内であっても他国

の学者が参加しにく いし、 どう しても流動性、 他の地域の日本研究と の連結性は

少なく なり ます。 コンパート メ ンタライゼーショ ン（ 垣根を作って、 その中に閉

じこもる） の問題です。

典型的なのは、 例えばブラジルの日本研究でしょ う か。 ポルト ガル語での研究

が中心で、 スペイン語ではないから、 周辺諸国と もつながらないし、 英語でやら

れる研究者も少ないのです。 朴先生も参加された世界の日本研究センターの代表

者会議（ 注： 英語が使用言語） が 3年前にUCLAであり ましたが、 そのと きブラ
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ジルの代表は誰も出てこなく て、 結局、 JICAの専門家で現地に派遣されている
方が出てきて話をされると いう こ と があり ました。 このよう な形が続く と 、 どう

してもその国の日本研究は孤立しがちになってしまう 。 こ う いう こ と を解消する

ためにも、 地域横断的な研究機構、 組織が必要です。

また、 東アジアの横断的日本研究学会の「 必要性議論」 には、 アジアの日本研

究の米欧への成果還元と いう 視点もあり ます。 東アジアの深く 、 非常に卓越した

日本語能力を持つ研究者と 、 その背後に存在する多数の日本語学習者。 世界400
万人の日本語学習者のう ち 220万人ぐらいはこの地域ですが、 これらを背景にし
た域内日本研究の知見をヨ ーロッパやアメ リ カの日本研究にフィ ード バッ ク して

いく 。 それは他地域の日本研究も裨益すること ですから、 これを促進するために

も ト ランスナショ ナルな組織があった方がいいと いう 議論です。

それでは、 組織の必要性について、 こ う いう ものが論点と 認識されながら、 こ

れまでなぜできなかったか、 何を克服する必要があるかと いう こ と ですが、 これ

はやはり 「 調整」 の問題が大きい。 東アジア域内の多数の日本研究者は、 例えば

韓国では正規の機関所属だけで 1070人、 それ以外の方も入れると 2000人、 中国
でも 1000人を超える日本研究者がいて、 さ らに域内の多く の日本関係学会は、
特に韓国では30以上あり 、こ う いう と ころの学会調整の問題があり ます。 また、
ナショ ナリ ズムの克服と いう 問題もあり ます。

第5回東アジア日本研究者フォーラムでは、 このよ う な論点を踏まえ、（ 横断
的組織の） 参加主体は機関か個人か、 使用言語は日本語だけでいいか、 英語も入

れるか、 また、 中国語や韓国語も入れるべきであるか等の諸点につき議論がなさ

れました。

事務局の必要性等

横断的組織・ 学会の創設を考えるにあたり 、 私が今日、 強調したい点の一つ

は、 パーマネント な事務局の要否の問題です。 これは大きな問題でしょ う 。 先ほ

どの朴先生からコンソーシアム方式、 あるいはラウンド 方式での実施提案があ

り 、「 AASもそう いう 形で行っている」 と いう お話もあり ましたが、 実は研究大
会をいろいろな地域で持っていく と いう 話と 、 その大会開催を調整するセント ラ

ルな永続的事務局があると いう 話は、 全く 別物だと 思う わけです。 いわゆるハ

ブ・ アンド ・ スポークのよう な関係だと 思う のですが、 いろいろなと ころに学会

組織があると して、 ぐるぐる回して順繰り に何かの大会を開催するのは、 ローカ

ルコーディ ネーターがいればいいので、 どこかの大学などが受け皿になればい

い。 けれども 、 そう いう ものを動かす中心的な事務局、 推進母体と してのパーマ

ネント な組織・ 機関がないと 、 具体的に物事が動いていきません。 具体的事務を

担う パーマネント な事務局の要否は、 考えられなければいけない問題だと 思いま

す。 東アジア日本研究者フォーラムの第5回でも 、 これに関係する議論が出てい
ました。

また、 も う ひと つ考えられねばならない問題と して、 ファンディ ング（ 資金調

達） と 学会組織の独立性の問題があり ます。 こ う いう 組織の創設を夢と して語る
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のはいいのですが、 組織の現実的なサスティ ナビリ ティ ー（ 継続性） を考える

と 、 ファンディ ングの問題は避けて通れないでしょ う 。

さ らに、 こ う いう 組織をつく っていく と き、 克服しなければいけない断裂の問

題があり ます。 これは今日、 何回も出ていますが、 ディ シプリ ン系学会、 社会科

学系研究者と の関係あるいは包摂をどう していく か。 劉傑先生の問題意識と の関

連では、 日本国内の日本研究者をどのよう に引き込んでいく か。 このよう なと こ

ろがメ インかと 思います。

夢を現実化するリ アルな議論

夢を語るのもいいのですが、 そろそろ具体的なスケジュール感、 工程表を持っ

たリ アルな議論が必要です。 朴先生のご提案などもその一つかと 思いますが、 事

務局と 組織と の関係では、 私個人はパーマネント な事務局設置をまず考えない

と 、「 東アジア日本研究学会構想」 自体が絵に描いた餅になると 思います。 事務
局自体をつく る必要が先ずある。 さらに、 仮に東アジア日本研究者学会のよう な

ものができると したら、 その事務局は日本に設置されるのが望ましいと 考えてい

ます。

それはなぜか。 劉傑先生の問題意識と も関係しますが、 日本国内の、 ある意味

でジェニュイン（ 本来的） な日本研究者へのアクセスや学会への引き込みと いう

こ と を考えると 、 やはり 物理的に事務局が日本にある方が、 そう した方々へのア

クセスがやり やすいでしょ う し、 無理がないよう に思う からです。

また、 今回、 東アジア日本研究者学会ができると すれば、 それは物理的・ 地理

的に日本が含まれる初めての海外日本研究学会と なるわけですが、 この点は世界

の他の地域の日本研究学会と 全く 違う と ころです。 すなわち、 物理的に日本を包

含し、 研究対象と するト ランスナショ ナルな日本研究学会組織と いう こ と であっ

て、 そのこと の特別なインプリ ケーショ ン（ 含意） があるかと 思います。 そう い

う こ と からも 、 事務局は何らかの形で日本にあるのがよいであろう と 思う わけで

す。

その場合、 公的組織が、 例えば国際交流基金などが事務局を担う のは望ましく

ないと 思っています。 その形はいろいろなインプリ ケーショ ンがあり ますし、 学

会の独立性と の関係を考えると 、 非営利団体が事務局であるのが理想的でし ょ

う 。 そう いう 意味で、 渥美財団による事務局運営の可能性。 アジアの留学生や日

本研究者をサポート してこられて、 アジアの研究者から信頼のある渥美財団の事

務局運営に、 個人的には非常に関心があり ます。（ 笑）

それから、 日本国内の「 国際日本学」 系の研究センターですが、 私が国際交流

基金に入って 10年ぐらいまでは、この種の機関は日文研ぐらいだったのですが、
現在、 国内には日文研以外に、 法政大学や慶應大学などで国際日本学のいろいろ

なプログラムや機関が誕生しています。 こ う いう と ころの包摂・ 連携を考えてい

かなければいけません。 これもアジェンダのひと つです。
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地域研究の位置・ 課題

この包摂・ 連携に関連して、 地域研究と ディ シプリ ンの問題について考えてい

きたいのですが、 先ほど「 日本研究は倒産産業、 斜陽産業か」 と いう お話が台

湾、 中国のパネリ スト から出ていましたが、 日本研究だけではなく 、 も う 少し大

きく マク ロで見た方がいいのではないでしょ う か。「 地域研究」 の現代における

位置をも う 少し見た方がいいです。

近年における地域研究への資金的支援に関し、 例えばアメ リ カで言う と Title
Ⅵ Grantと いう 教育省のグラント が、 2011年に大幅削減されました。 2013年ま
での予算が、 2011年予算比で 50％ぐらいカッ ト されて、 いろんな大学に付置さ
れた地域研究センターが縮減や廃止になっています。 2014年の予算でも 、 ほと
んど横ばいで 5割削減のままです。 地域研究の資金獲得は、 アメ リ カを例に取っ
てみれば、 非常に厳しい道です。 苦難を克服していく 過程の連続なわけです。

例えば1957年にソ連が初めてスプート ニク と いう 人工衛星を打ち上げたと き、
ソ連に対して科学技術では優位だと 思っていたアメ リ カが追い越されてしまっ

て、 米国は大ショ ッ ク を受けました。 そこ で、 国防教育法（ National Defense 
Education Act） が 1958年に成立するのですが、 実は日本研究、 あるいは韓国研
究を含むアメ リ カの地域研究は、 この国防教育法からの資金援助で非常に恩恵を

受けています。 ディ フェンス関係の大きな公的資金ですが、 なぜロシアが人工衛

星を先に打ち上げるこ と ができたか、 も っと ソ連を知る必要があると いう こ と

で、 東欧ロシア研究への資金援助が、 国防教育法からたく さ ん出されたわけで

す。 これがTitle Ⅵ Grantの基になっています。 その裨益を受けてマイナーな言
語、 マイナーな地域研究と いう こ と で、 資金的には窮屈だった日本研究やアジア

研究も対象と なって、 大学に、 ディ シプリ ンではない横断的な地域研究センター
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がつく られるベースになったわけです。

国防教育法による地域研究サポート がない時期は、 アメ リ カの日本研究者は確

か、 Ph.D.を持っている人たちは1950年代末で 100人を割っていたのですが、 こ
の資金援助の影響は大きく 、 60年代末ぐらいまでの 10年間でPh.D.保持者は330
人ぐらいにまで拡大しました。

しかしながら 60年代末期に、 国防教育法による地域研究予算が縮減していく
ので、 今度はまた危機に立つわけです。 このと きはフォード 財団がスポンサーと

なり 、 米国社会科学研究評議会（ Social Science Research Council） と 、 アメ リ
カ人文系学会協議会（ The American Council of Learned Societies） の日本研
究・ 地域研究者を集めて共同検討委員会を立ち上げ、 アメ リ カの日本研究への

ファンディ ングの問題と 学の拡大の問題、 フィ ールド の将来について議論しまし

た。

そして、 こ の委員会が 1970年に 400ページ近いすごい報告書を出すのです。
その中で、 これまでアメ リ カの公的資金、 大学が担ってきた日本研究の資金の担

い手を、 第三国やそれ以外の他者から求めてもいいのではないかと いう 提言があ

り 、 これが国際交流基金創設の流れなどと 呼応していきます。 1972年に国際交
流基金ができて、 その後、 国際交流基金のファンディ ング、 民間のファンディ ン

グ等で、 日本研究フィ ールド はアメ リ カで順調に拡大し、 1970年の段階で 333人
ぐらいだった日本研究者が、 1985年段階で 1200人を超えるぐらいまでになり ま
した。

その後、 1990年代以降になると Lost Decade（ 失われた 10年） で、 日本経済
界からのソフト マネーや、 われわれの資源が縮減し、 また、 それまで大きな地域

研究のスポンサーだったフォード 財団も地域研究支援の縮減をした。 アメ リ カの

TitleⅥの地域研究のサポート 削減と 合わせて、 今また危機に直面と いう サイク
ルです。

日本研究パラダイムと 背景文脈

米国の日本研究のパラダイムについてですが、 ハワイ大学のパト リ シア・ ス

タ イ ンホフ教授によ れば、 1950年代は語学・ 地域研究（ language and area 
studies） モデルで、 80～90年代前半までぐらいは、 日本が経済的にも非常に強
いと きだったので、 経済競争（ economic competition） モデルが支配的、 そし
て、 現在はポップカルチャーなども含めたカルチュラル・ スタディ ーズ（ cultural
studies） モデルの隆盛期と されています。 こ こで考えなければいけないのが、
地域研究と ディ シプリ ンと の関係で言う と 、 cultural studies的な流れが主流に
なっている、 人文科学的な要素も多いフィ ールド の現状に対して、 少なく と も公

的資金などが出される対象は、 政策研究や社会科学研究支援重視の方向へ流れる

傾向にあると いう こ と です。 文化国際主義からパブリ ッ クディ プロマシーへの流

れ、 これは韓国のKorea Foundationなどでも同じよう な流れですが、 こ う いう
発信を重視すると ころ、 政策的なパブリ ッ クディ プロマシーを重視していく 流れ

の中で、 公的資金がだんだんシンク タンクや社会科学系の研究室等へ流れてい
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く 。 また、 社会科学の中でも政治や外交を重視した講座設置等に流れて行きやす

い。 昨年のケント ・ カルダー（ Kent Calder） の “Asia in Washington（「 ワシン
ト ンの中のアジア」）” による「 日中韓のパブリ ッ クディ プロマシー競争」 と いう
よう な報告もあり ます。

こ う した状況の中、 非常に厳しい状況にある地域研究の関係者と しては、 政策

系・ ディ シプリ ン系重視の文脈の中で、 いかにして地域研究に対する社会からの

深く 広い支持を獲得するか。 あまり いい言葉ではないかもしれませんが、「 地域

研究の復権」。 こ う いう こ と を考えないと 、 仮に横断的な日本研究学会なり 組織

なり があっても 、 公的資金や、 財団が地域研究から離れているよう な状況だと 、

なかなか永続性の問題は解決しません。 これは真剣に考えられなければならない

問題です。

地域研究 vs. ディ シプリ ン

もう 一つの課題は「 クレヴァージュ（ 断裂） の相克」 です。 地域研究対ディ シ

プリ ン、 人文科学対社会科学と いう 対立・ 断裂と いう か、 こ の cleavageは昔か
ら続いています。 例えば1990年代の米国日本研究学会ではチャーマーズ・ ジョ
ンソ ン（ Chalmers Johnson） と イ エール大学のフラ ンシス・ ロ ーゼンブルス
（ Frances Rosenbluth） が対立し まし た。 いわゆるジョ ンソ ン的な、 日本語も
しゃべって、 長い期間、 相手国について地域研究的なアプローチをして、 言語・

社会で、 日本の政治や官僚機構を分析していく のに対して、 ローゼンブルスを中

心と する機能主義者たちは、 rational choice（ 合理的選択） さえやっていれば、
別に言葉を知らなく ても理論で全部を解決できると 、 要するにディ シプリ ンと 地

域研究と の対立の論争があったわけです。

このと きは、 AASの会長であったジェームス・ スコッ ト （ James Scott） が、
細かいこと をやっていて、 ほと んど酸欠状態になり 、 窒息死しそう になっている

理論屋に対する、 必要な antidote（ 解毒剤）、 血清が地域研究なのだと いう 議論
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を展開して、 対立が複雑化しました。 横断的な日本研究学会組織を考えると き、

こ う した対立をいかに乗り 越えてゆく かが問題になってきます。

この地域研究と ディ シプリ ンと の対立については、日本研究者のアンド リ ュー・

ゴード ン（ Andrew Gordon） も 、 カセド ラルをつく ると きの建築家・ 設計者が
ディ シプリ ン、 レンガ工が地域研究者と の喩えをひきつつ、 理論と フィ ールド

ワーク と の関係について、 これはカメ ラのレンズと ボディ ーであって、 いい写真

を撮るために、 しかも対象に向かって適切にレンズを絞るスキルを持つ人間と い

う 位置付けで考えてみると 、 相互補完的であって、 そう いう 関係がないと いい写

真は撮れない。 こ う いう 言い方で、 論争に参加していきました。 なるほど、 それ

はそのと おり です。

一方で、 こ う いう 比喩的説明を超えた地域研究、 人文科学研究の、 言葉は適切

ではないですが、 ユーティ リ ティ ー（ 有用性） を説明していかないと 、 こ れは

ファンディ ングと 学会組織のサスティ ナビリ ティ ーと いう 観点からも 、 先がなか

なか難しいのではないかと 思います。

それはなぜかと いう と 、 われわれは今、 背景と しての「 評価の時代」 に生きて

います。 人文であっても地域研究であっても 、 数値説明をしなさいと 言われ、 説

明した上でPDCAサイクルで回していく 。 Plan、 Do、 Check、 Actionだと 。 こ
う いう ものが公的資金でも民間財団でも求められます。 例えばフォード 財団でも

マッキンゼー出身のマネジメ ント の人が理事長になるよう な時代になっているの

です。

朴先生が提唱されている東アジア日本研究学会は、 多分、 この地域における語

学関係者、 人文学関係者、 地域研究者が中心だと すると 、 ディ シプリ ンの度合い

が低く （ less discipline-based）、 また、 政策関連性も低い（ less policy-oriented）
性格になるかと 予想さ れます。 こ う いう と こ ろでは、 例えばアメ リ カでも 、

AASで社会科学系セッ ショ ンはどう しても参加者は少なく なり 、 同時期に ISA
（ 国際関係学会） の大会が開催されたり すると 、 皆、 そちらの方に流れていきま

す。 こ う いう ものをより 包摂的にするためには、 社会科学者、 あるいはディ シプ

リ ンの研究者、 支援組織にと っても魅力的な有用性を提示していかなければいけ

ません。 そのためにはク リ ヴァージュ（ 断裂） を克服していかなければならな

い。 これがパーマネント の事務局の問題と 合わせ、 横断的組織を考えた場合の、

具体的な二つ目の大きな課題かと 思います。

アジアと 世界の日本研究を繋ぐ

最後に「 アジアの日本研究と 他地域の日本研究をつなぐ試み」 についてお話

させていただきます。 アメ リ カのAASはAAS-in-Asiaと いう 形で、 アジアにお
ける AASのセッ ショ ンパネルをつく る総会を開いています。 昨年はシンガポー
ル、 今年は台湾。 来年は日本の同志社で開催されます。 シンガポール大会、 台湾

大会と 、 だんだん参加者もパネルセッショ ン数も拡大しており 、 来年、 同志社で

行われると きは、 これまで以上の規模になると 思います。 こ う いう 場を使って、

東アジア日本研究の組織化の可能性、 さらにはアジェンダを一歩進めて、 パーマ
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ネント の事務局のこと やファンディ ングも含めて議論していく のが、 順番と して

は適切かと 思います。

これからの国際交流基金の事業

そして、 これは国際交流基金の事業の紹介ですが、 われわれ自身も日本研究

の、 ある地域の特定のエクスパティ ーズ、 スカラーシップと 他地域のそれと をつ

ないでいきます。 これは今後の方向性と して大事であり 、 具体的な努力をしてい

きたいと 考えています。 最初にお話ししたよう に、 日本研究、 地域研究に対する

予算はどんどん下がってきています。 今の国際交流基金の独立行政法人と いう 予

算制度の枠組みの中では、 簡単にこの部分は増えません。 したがって、 他の関係

予算をどのよう に活用できるかと いう こ と が と なり ます。 昨年アジアセンター

が交流基金の中にできたのですが、 これはASEAN諸国と の芸術の共同制作や、
ASEAN諸国と 日本と の政策志向的な知的交流に対して使える資金を伴っていま
す。 我々はこの資金を利用し、 米国と 東南アジア、 日本の日本研究者を結び付け

る実験的プロジェク ト と してのサマーインスティ テュート や、 東南アジアの日本

研究者と 北米の日本研究者と の連携を促進する助成プログラムを開始しよう と し

て、 既に動きだしています。 これは今のと ころ、 東南アジアと 日本、 東南アジア

と アメ リ カと いう 形での限定ですが、 だんだん範囲を広げていって、 2017年ご
ろに、 東アジアの日本研究者が、 アメ リ カや東南アジアの日本研究者と 繋がるこ

と を可能と する資金的援助、 新たな助成プログラムの拡大をしていければと 思い

ます。 そう いう 取り 組みによって地域間のスカラーシップのネッ ト ワーク化を進

めていきたい考えです。

以上、 少し長く なってしまいましたが、 私の報告と させていただきます。 どう

もあり がと う ございました。




